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第1章  計画策定の背景 

 

１. 地球温暖化とは 

地球温暖化とは、大気中の熱を吸収する性質のある温室効果ガスの増加に伴い、熱の吸収が増え、

地球表面の大気や海洋の平均温度が長期的に上昇する現象です。（図 1-1 参照） 

「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」の第 6 次評価報告書によると、「人間の影響が大気、

海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない」と示されています。そこでは実際に観

測された気温上昇値（＋1.06℃）とシミュレーションにより算出された人間活動に起因する気温上

昇値（＋1.07℃）【2010（平成 22）年から 2019（平成 31）年】が近似していることが示され

ており、気温上昇は人間活動が主因となるものであると証明されています。（図 1-2 参照） 

 

 

図 1-1 地球温暖化のメカニズム 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

 

図 1-2 世界平均気温（年平均）の変化 

出典：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次評価報告書（AR6）サイクル 
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２. 地球温暖化進行に伴う社会及び生態系への影響 

地球温暖化が進行することにより、国内外で大雨や高温による深刻な気象災害が発生しており（図 

1-3 参照）、森林火災（図 1-4 参照）、洪水や干ばつなどへの影響（図 1-5 参照）、陸上や海の生態

系への影響、農業用水の不足等に伴う食料生産への影響並びに熱中症リスク増等に伴う健康面への影

響が見られます。 

 

図 1-3 1981-2010 年の平均気温に対する 2022 年 1 月-9 月の平均気温の偏差 

出典：令和５年版 環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書（環境省） 

 

 

図 1-4 米国における森林火災 

出典：令和３年版 環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書（環境省） 

 
図 1-5 日本における令和２年７月豪雨被害 

出典：令和３年版 環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書（環境省） 
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このような状況を踏まえ、現在、全世界では地球温暖化への対策が図られています。 

具体的には、地球温暖化の原因物質である温室効果ガス排出量を削減する（または植林などによっ

て吸収量を増加させる）といった、最も必要かつ重要な対策である「緩和」と、気候変化に対して自然

生態系や社会・経済システムを調整することにより気候変動の悪影響を軽減する（または気候変動の

好影響を増長させる）「適応」の２つにより進められています。 

 

 
図 1-6 緩和策と適応策 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム 
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３. 地球温暖化対策の動向 

（1）国外の主な動き 

国外では、地球温暖化がもたらす様々な悪影響を防止するために、国際的な枠組みとして 1992

（平成４）年に「気候変動に関する国際連合枠組条約」が採択されています。この条約に基づき、

1997（平成 9）年に「京都議定書」、2015（平成 27）年に「パリ協定」が採択され、温室効

果ガス排出量削減に向けた国際的な枠組みが策定されています。京都議定書とパリ協定の概要を

表 1-1 に示します。 

 

◆  京都議定書（1997（平成 9）年に採択）【2020（令和 2）年までの枠組み】 

1997（平成 9）年に日本の京都で開催された第３回気候変動枠組条約締約国会議（COP3）

において採択されており、先進国の温室効果ガス排出量について法的拘束力のある数値目標が

各国ごとに設定されています。 

 

◆  パリ協定 （2015（平成 27）年に採択）【2020（令和 2）年以降の枠組み】 

2015（平成 27）年にフランスのパリで開催された第 21 回気候変動枠組条約締約国会議

（COP21）において、京都議定書に代わる新たな国際枠組みとして採択されており、途上国を

含むすべての国を対象とした温室効果ガス排出削減に向けた枠組みとなっています。 

 

表 1-1 京都議定書とパリ協定の概要 

項目 京都議定書 パリ協定 

時期 
第一約束期間（2008～12 年） 

第二約束期間（2013～20 年） 
2020 年以降 

対象国 数値目標は先進国のみ 途上国を含めた全締結国 

長期目標 
1990（平成 2）年を基準として、先進国

全体で 5％の温室効果ガス排出量を削減 

地球の平均気温上昇を産業革命前と比較し

て２℃以内に抑えるとともに、1.5℃以内

となるよう努力 

各国の削減目標 

日本６％減、米国７％減、ＥＵ８％減な

ど、先進国を中心とする世界全体で 2008

～12 年に 1990 年比で５％削減（途上国

に数値目標なし） 

すべての国が各国の事情を加味して、「国が

決定する貢献」とよばれる削減目標を自主

的に作成・提出することを義務化 
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（2）国内の主な動き 

国内では 2020（令和 2）年 10 月に「2050 年カーボンニュートラル宣言」が表明され、国

として脱炭素社会の実現を目指すことが示されています。その後、「2050 年カーボンニュートラ

ル宣言」を踏まえ、2021（令和 3）年 10 月に「地球温暖化対策計画」が閣議決定されていま

す。 

また、国内外の地球温暖化対策に係る動向は、表 1-2 に示すとおりとなります。 

 

◆  2050 年カーボンニュートラル宣言 （2020（令和 2）年 10 月に宣言） 

我が国の政府は 2050（令和 32）年までに脱炭素社会を実現し、温室効果ガスの排出を実

質ゼロにする、カーボンニュートラルを目指すことを宣言しています。 

⚫  目標 

・2050（令和 32）年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュー

トラルを目指します。「排出を全体としてゼロ」とは、二酸化炭素をはじめとする温室効果

ガスの「排出量」 から、植林、森林管理などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質

的にゼロにすることを意味します。（図 1-7 参照） 

 

図 1-7 カーボンニュートラル模式図 

出典：脱炭素ポータルウェブサイト 

 

◆  地球温暖化対策計画 （2021（令和 3）年 10 月に閣議決定） 

地球温暖化対策計画は、地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、政府が地球

温暖化対策の推進に関する法律（以下、「温対法」という。）に基づいて策定する、我が国唯一

の地球温暖化に関する総合計画となります。 

⚫  目標 

・2050（令和 32）年カーボンニュートラルの実現に向けて、2030（令和 12）年度まで

に 2013（平成 25）年度比で 46％削減を目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続

けていくとしています。 
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表 1-2 地球温暖化問題に関する国内外の主な動き 

 

  

国外の主な動き 国内の主な動き 

1992(H4) 国連気候変動枠組条約が

採択 

大気中の温室効果ガスの

濃度を安定化させること

を究極の目的とし、本条

約に基づき、1995 年よ

り毎年、気候変動枠組条

約締約国会議（COP）が

開催 

  

1997(H9) 第３回気候変動枠組条約

締約国会議(COP3)開催 

「先進国の温室効果ガス

削減の法的拘束力を持つ

ものとして約束する京都

議定書が採択」 

  

  1998(H10) 地球温暖化対策の推進に関する法律を制定  

  2008(H20) 京都議定書目標達成計画を閣議決定 

「(2008-2012 年度)における温室効果ガス

を、基準年比(1990 比)で 6％削減する約束を

遵守」 

2015(H27) 第 21 回気候変動枠組条

約締約国会議(COP21)開

催 

「世界の平均気温上昇を

産業革命以前に比べて

2℃より十分低く抑え、

1.5℃に抑える努力をする

ことを目的としたパリ協

定が採択」 

2015(H27) COP21 開催に先立ち「日本の約束草案」を決

定 

「我が国の温室効果ガス削減目標を、2030 年

度において 2013 年度比で 26.0%削減する」

という目標を提示 

  2016(H28) 地球温暖化対策計画を閣議決定 

「日本の約束草案」に掲げられた対策を着実に

実行 

  2020(R2) 2050 年カーボンニュートラルを宣言 

「2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体

として実質ゼロにし、脱炭素社会の実現を目指

す」 

  2021(R3) 地球温暖化対策計画を 5 年ぶりに改定し、閣議

決定 

「2030 年度に温室効果ガス排出量を 2013

年度から 46%削減することを目指す。さらに

50%の高みに向けて挑戦」 
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（3）岡山県の主な動き 

岡山県では、2020（令和２）年 7 月に「2050 年カーボンニュートラル」が表明され、温室

効果ガス排出実質ゼロに向けた取組を進めていくこととされています。その後、2023（令和５）

年３月に岡山県全域の温室効果ガス排出量削減等を推進するための総合的な計画である「岡山県

地球温暖化対策実行計画」の改定を行っています。 

「岡山県地球温暖化対策実行計画」では、2050 年カーボンニュートラルの達成に向けて、省

エネの徹底、電化の推進、再生可能エネルギー等による脱炭素電源の活用及び森林等による吸収

源対策の推進といった既存技術の最大限の活用を進めるとともに、新技術として想定されている

水素やアンモニアなどの脱炭素燃料の活用や二酸化炭素の回収・再利用（カーボンリサイクル）

等の社会実装による削減を目指していくとされています。（図 1-8 参照） 

 

 
図 1-8 岡山県における 2050 年カーボンニュートラルイメージ図 

出典：岡山県地球温暖化対策実行計画（2023（令和５）年３月改定、岡山県） 
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（4）玉野市の主な動き 

玉野市（以下、「本市」という。）では、2012（平成 24）年 3 月に「新玉野市環境基本計画」

が策定され、市の環境保全に関する総合的長期的な目標が示されています。 

その後、2021（令和 3）年 2 月に本市を含めた岡山県内の 13 市町で構成される岡山連携中

枢都市圏により「2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ宣言」が表明されています。（図 1-9 参照） 

「2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ宣言」の表明後は、13 市町が連携した一斉ライトダウン

キャンペーンをはじめとした啓発事業や太陽光発電システム等の共同購入事業である「岡山 みん

なのおうちに太陽光」の実施、好取組事例の共有及び再生可能エネルギー推進の検討などの取組

が進められています。 

 

図 1-9 2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ宣言 

 

図 1-10 岡山連携中枢都市圏  

真庭市 津山市 

美咲町 

吉備中央町 

総社市 
岡山市 

久米南町 

赤磐市 
和気町 

備前市 

瀬戸内市 

玉野市 

早島町 
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第2章  計画の基本的事項 

 

１. 計画の目的 

玉野市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（以下、「本計画」という。）は、「温対法」第 21 条

第 4 項の規定に基づく、本市の自然的・社会的条件に応じて、温室効果ガス排出量の削減等のため

の措置に関する計画となります。 

また、本計画は「気候変動適応法」第 12 条に基づく、本市の自然的・経済的・社会的状況に応じ

た気候変動による影響への適応に関する計画となります。 

 

２. 計画の対象とする範囲 

（1）対象地域 

本計画の対象地域は、本市全域とします。 

 

（2）対象部門・分野 

本計画の対象部門・分野は、「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（令

和５年３月、環境省大臣官房環境計画課）」（以下、「マニュアル」という。）を踏まえ、表 2-1 に

示すとおりとします。 

 

表 2-1 本計画の対象部門・分野 

ガス種 部門・分野 

エネルギー起源 CO2 

産業部門 

製造業 

建設業・鉱業 

農林水産業 

業務その他部門 

家庭部門 

運輸部門 

自動車 
貨物 

旅客 

鉄道 

船舶 

エネルギー転換部門 

エネルギー起源 CO2 以外 
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（3）対象とする温室効果ガスの種類 

本計画において対象とする温室効果ガスは、表 2-2 に示すとおり、温対法で規定される７種類

の温室効果ガスとします。 

 

表 2-2 対象とする温室効果ガスの種類 

温室効果ガス 主な用途、発生源 

二酸化炭素 

（CO2） 

・燃料の使用 

・化石燃料由来の電気の使用 

・廃プラスチック類の焼却 など 

メタン 

（CH4） 

・燃料の燃焼 

・廃棄物の焼却、埋立 

・自動車の走行 など 

一酸化二窒素 

（N2O） 

・燃料の燃焼 

・廃棄物の焼却、埋立 

・自動車の走行 など 

代替フロン等 

4 ガス 

ハイドロフルオロカーボン類 

（HFCs） 
・カーエアコンの使用、廃棄 など 

パーフルオロカーボン類 

（PFCs） 
・半導体の製造 など 

六ふっ化硫黄 

（SF6） 
・電気設備の製造、使用、点検、廃棄 など 

三ふっ化窒素 

（NF3） 
・半導体の製造 など 
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（4）区域施策編の計画期間 

本計画の計画期間は表 2-3 に示すとおりで、202４（令和６）年度～2030（令和 12）年度

とします。基準年度及び目標年度については、地球温暖化対策計画（2021（令和 3）年 10 月

閣議決定）を踏まえ、以下に示すとおりです。 

 

＜基準年度＞ 

・2013（平成 25）年度 

 

＜目標年度＞ 

・2030（令和 12）年度 （地球温暖化対策計画の目標年度） 

 

＜長期目標年度＞ 

・2050（令和 32）年度 （地球温暖化対策計画の長期目標年度） 

 

表 2-3 区域施策編の計画期間 

 

  

基準年度 目標年度 長期目標

2013
(H25)

・・・
2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2028
(R10)

2029
(R11)

2030
(R12)

・・・
2050
(R32)

計画期間（7カ年）
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３. 計画の位置付け 

本計画の位置付けは、図 2-1 に示すとおりで、上位計画である「玉野市総合計画」など本市の関

連計画のほか、国や岡山県が掲げる脱炭素に関する計画との整合・連携を図ります。 

また、本計画は「気候変動適応計画」を含み、国や岡山県の気候変動適応計画との整合・連携を図

ります。 

 

図 2-1 本計画の位置付け 
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第3章  玉野市の地域特性 

 

１. 自然的特性 

（1）位置・地勢 

本市の位置図は、図 3-1 に示すとおりです。 

本市は、岡山県の南端、児島半島の基部に位置し、北は岡山市、西は倉敷市に接しています。市

の面積は 103.58km2（2022（令和４）年４月１日現在）、東西 16.2km、南北 14.3km、海岸

線延長約 44km で、瀬戸内海の美しい自然に恵まれた、風光明媚で温暖な気候の地域です。 

 

 

図 3-1 本市の位置図 
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（2）土地利用 

本市の土地利用状況は、図 3-2 に示すとおりです。 

本市の地目別面積（総面積：103.58km2）の割合は、雑種地他を除くと、山林が 14.7％で最

も多く、次いで農用地（田・畑）が 11.4％、宅地（住宅・商業・工業用地）が 10.8％等となっ

ています。なお、宅地のうち、工業用地や住宅用地の一部は、臨海地域の埋立によって造成された

ものです。 

 

図 3-2 本市の土地利用の状況 

出典：固定資産概要書等報告書 令和３年１月１日現在（玉野市税務課） 
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（3）気象 

① 気温・降水量 

本市の年間平均気温は 16.1℃と温暖な気候で、年間降水量は 1,039mm と雨が少ない典型的

な瀬戸内式気候を示し、四季を通じ激しい気候の変化がない地域です。 

また、岡山県内の気象観測所と比較をすると、本市は最も降水量が少なく気温が高くなってい

ます。（図 3-4 及び図 3-5 参照） 

 

表 3-1 本市の平均気温及び降水量 

年 月 平均気温[℃] 降水量[㎜] 

2017（平成 29）年 16.0 1,149.5 

2018（平成 30）年 16.3 1,450.0 

2019（令和元）年 16.8 766.5 

2020（令和２）年 16.8 1,055.5 

2021（令和３）年 16.7 1,072.0 

2022（令和 4）年 16.6 711.5 

1 月 5.3 11.5 

2 月 4.8 18.5 

3 月 10.1 77.0 

4 月 14.8 61.0 

5 月 18.6 44.5 

6 月 22.9 63.5 

7 月 27.1 119.5 

8 月 29.0 123.5 

9 月 25.9 77.5 

10 月 18.8 52.0 

11 月 15.0 47.0 

12 月 7.1 16.0 

出典：気象庁 HP 

 

 
図 3-3 本市の平均気温及び降水量（2022（令和 4）年） 

出典：気象庁 HP 
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図 3-4 岡山県内観測所の平均気温（平年値※） 

※1991-2020 年の 30 年間の観測値の平均をもとに算出 

出典：気象庁 HP 

 

 

図 3-5 岡山県内観測所の降水量（平年値※） 

※1991-2020 年の 30 年間の観測値の平均をもとに算出 

出典：気象庁 HP 

 

② 真夏日・猛暑日 

本市の真夏日（最高気温が 30℃以上の日）及び猛暑日（最高気温が 35℃以上の日）の日数は、

図 3-6 及び図 3-7 に示すとおり、増加傾向で推移しています。 

 

 
図 3-6 真夏日（最高気温が 30℃以上の日）の推移（玉野観測所） 

出典：気象庁 HP 
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図 3-7 猛暑日（最高気温が 35℃以上の日）の推移（玉野観測所） 

出典：気象庁 HP 

 

③ 日照時間 

本市の年間日照時間（1991-2020 年の 30 年間の観測値の平均）は 2,187 時間（全国平均

1,916 時間）であり、日照時間が全国平均や他都道府県と比較して豊富であることから、太陽エ

ネルギーを利用するうえで恵まれた地域であるといえます。（表 3-2 参照） 

 

表 3-2 日照時間（平均値※） 
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１ 甲府市（山梨県） 2,226 
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～ ～ ～ 
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全国平均 1,916 

※1991-2020 年の 30 年間の観測値の平均を基に算出 

※日照時間は他都道府県庁所在地との比較を行っているが、埼玉県（熊谷市）、滋賀県（彦根市）のみ、都道府

県庁所在地以外となっている 

出典：気象庁 HP 
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④ 風況 

本市の直近５年間における平均風速は 2.2～2.4m/s となっています。（表 3-3 参照） 

NEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の風況マップ（地上高 30m）に

よると、本市の年平均風速は 5.0m/s 以下となっており、風力エネルギー利用の目安となる

5.5m/s を下回っています。（図 3-8 参照） 

 

表 3-3 気象状況 

年 月 平均風速[m/s] 

2018（平成 30）年 2.3 

2019（令和元）年 2.4 

2020（令和２）年 2.2 

2021（令和３）年 2.4 

2022（令和 4）年 2.2 

出典：気象庁 HP 

 

 
図 3-8 風況マップ 

出典：局所風況マップ 500m メッシュ（NEDO） 
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２. 社会的特性 

（1）人口及び世帯数 

本市の人口は図 3-9、世帯数は図 3-10 に示すとおりです。 

2022（令和 4）年の本市の人口は 55,721 人、世帯数は 27,043 世帯となっており、減少傾

向で推移しています。人口・世帯数は、ともに岡山県全体の約 3％を占めています。 

 

図 3-9 人口 

出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省） 

 

 

図 3-10 世帯数 

出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省） 
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（2）産業 

① 産業別就業者数 

本市の産業別就業者数の構成比は、図 3-11 に示すとおりです。 

本市の 2020（令和２）年の就業者数（15 歳以上の就業者）は 27,171 人で、産業別の構成

比では、第三次産業が 65.1％を占め最も多く、次いで第二次産業が 32.2％、第一次産業が 2.7％

となっています。また、第一次産業、第二次産業の就業者が減り、第三次産業の就業者が増加して

います。 

岡山県全体と比較すると、本市は第二次産業の占める割合が多くなっています。 

 
図 3-11 産業別就業者数の構成比（15 歳以上の就業者） 

出典：国勢調査 都道府県・市区町村別主要統計表（総務省統計局） 

 

② 製造業 

本市の製造業の製造品出荷額等は、図 3-12 に示すとおりです。 

2020（令和 2）年における本市の製造品出荷額等は 3,017.4 億円となっており、岡山県全体

の 4.3％を占めています。 

 

図 3-12 製造業の製造品出荷額等 

出典：工業統計調査、経済センサス活動調査（経済産業省）  
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③ 農業 

本市の農業経営体数は図 3-13、農業産出額は図 3-14 に示すとおりです。 

本市の農業経営体数は減少傾向にあり、2020（令和２）年には 343 経営体となっており、10

年間で 142 経営体（29.3％）が減少しています。 

2021（令和 3）年の農業産出額は 13.8 億円であり、そのすべてを耕種農業が占めています。

農業経営体数、農業産出額ともに岡山県全体の約１％を占めています。 

 

図 3-13 農業経営体数 

出典：農林業センサス（農林水産省） 

 

 

図 3-14 農業産出額 

出典：市町村別農業産出額（推計）（農林水産省） 
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（3）観光 

本市の観光入込客数は、図 3-15 に示すとおりです。 

2022（令和４）年の観光入込客数は 1,599 千人であり、岡山県全体の 10.7％を占めていま

す。本市の観光入込客数は、新型コロナウイルス感染症の影響で一時は減少しましたが、2022

（令和４）年には過去最大となっています。 

 

図 3-15 観光入込客数 

出典：令和４年岡山県観光客動態調査報告書（岡山県産業労働部観光課） 

年間観光入込客数（玉野市 HP） 

 

（4）公共交通 

① 鉄道 

本市の鉄道乗車人員数は、図 3-16 に示すとおりです。 

2019（令和元）年度までは各駅ともに横ばい傾向にあったが、2020（令和２）年度からは新

型コロナウイルス感染症の影響で利用者数が減少しています。 

 

図 3-16 鉄道の乗車人員数 

出典：分野別統計（玉野市 HP） 
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② 路線バス 

本市の路線バス輸送人員数は、図 3-17 に示すとおりです。 

2019（令和元）年度までは横ばい傾向にあったが、2020（令和２）年度は新型コロナウイル

ス感染症の影響で利用者数が減少しています。 

 

図 3-17 路線バスの輸送人員数 

※広域路線は玉野市外の輸送人員を含む 

出典：玉野市地域公共交通計画（玉野市 HP） 

 

③ シーバス 

本市のシーバス輸送人員数は、図 3-18 に示すとおりです。 

2019（令和元）年度までは横ばい傾向にあったが、2020（令和２）年度からは新型コロナウ

イルス感染症の影響で利用者数が減少しています。 

 

図 3-18 シーバスの輸送人員数 

出典：分野別統計（玉野市 HP） 
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④ シータク 

本市のシータク輸送人員数は、図 3-19 に示すとおりです。 

2018（平成 30）年度までは横ばい傾向にあったが、2019（令和元）年度から減少傾向で推

移しており、2020（令和２）年度以降は新型コロナウイルス感染症の影響で利用者数が減少し

ています。 

 

図 3-19 シータクの輸送人員数 

出典：分野別統計（玉野市 HP） 

 

（5）自動車保有台数 

本市の自動車保有台数について、旅客自動車は図 3-20、貨物自動車は図 3-21 に示すとおり

です。 

本市における 2020（令和２）年度の旅客自動車の保有台数は 37,665 台で、岡山県全体の

3.1％を占めています。貨物自動車の保有台数は 7,731 台となっており、岡山県全体の 2.4％を

占めています。本市の自動車保有台数は、旅客自動車、貨物自動車ともに、ほぼ横ばい傾向となっ

ています。 

 

図 3-20 自動車保有台数（旅客自動車） 

出典：市区町村別 自動車保有車両数（一般財団法人自動車検査登録情報協会） 

市区町村別 軽自動車車両数（一般社団法人全国軽自動車協会連合会） 

  

50,799 54,011 

42,265 

30,860 30,315 

0

20,000

40,000

60,000

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)

2020

(R2)

2021

(R3) （年度）

（人）

（年度）

（人）

38,116 38,140 38,168 38,166 38,181 38,090 37,860 37,665 

1,151,981 1,162,469 1,171,343 1,181,144 1,188,241 1,193,191 1,195,380 1,199,101 

3.3% 3.3% 3.3% 3.2% 3.2% 3.2% 3.2% 3.1%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

0

300,000

600,000

900,000

1,200,000

1,500,000

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)

2020

(R2)

玉野市 岡山県 玉野市の割合（台）

（年度）



 

 

25 

 

図 3-21 自動車保有台数（貨物自動車） 

出典：市区町村別 自動車保有車両数（一般財団法人自動車検査登録情報協会） 

市区町村別 軽自動車車両数（一般社団法人全国軽自動車協会連合会） 

 

（6）ごみ排出量 

① ごみ排出量 

本市のごみ排出量は、図 3-22 に示すとおりです。 

本市における 2021（令和３）年度のごみ排出量は 22,479t で減少傾向にあります。 

この内、生活系ごみ排出量が 17,338t、事業系ごみ排出量が 5,141t となっており、生活系ご

み排出量が全体の 77.1％を占めています。 

 
図 3-22 ごみ排出量 

出典：一般廃棄物処理実態調査結果（環境省） 
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② １人１日あたりのごみ排出量 

本市、岡山県、全国の１人 1 日あたりのごみ排出量は、図 3-23 に示すとおりです。 

本市における 2021（令和３）年度の１人 1 日あたりのごみ排出量は 1,090g となっており、

岡山県の 923g、全国の 890g と比較して多くなっています。 

 

図 3-23 １人 1 日あたりのごみ排出量 

出典：一般廃棄物処理実態調査結果（環境省） 

 

③ リサイクル率 

本市、岡山県、全国のリサイクル率は、図 3-24 に示すとおりです。 

本市における 2021（令和３）年度のリサイクル率は 12.8%となっており、岡山県の 24.1%、

全国の 19.9%と比較して低くなっています。 

 

図 3-24 リサイクル率 

出典：一般廃棄物処理実態調査結果（環境省） 
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（7）再生可能エネルギー設備の導入状況 

本市の再生可能エネルギー設備の導入状況は、図 3-25 に示すとおりです。 

2021（令和３）年度における本市の再生可能エネルギー設備の導入状況は、66.9 千 kW で、

2014（平成 26）年と比較して 2.7 倍に増加しており、岡山県全体の 2.9％（図 3-26 参照）

を占めています。 

なお、本市の再生可能エネルギー設備はすべて太陽光発電となっており、10kW 未満が 8.8 千

kW 、10kW 以上が 58.1 千 kW 導入されています。 

 

 

図 3-25 再生可能エネルギーの導入状況 

出典：固定価格買取制度 情報公開用ウェブサイト（経済産業省） 

 

 

図 3-26 再生可能エネルギーの導入状況（岡山県に対する本市の割合） 

出典：固定価格買取制度 情報公開用ウェブサイト（経済産業省） 
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第4章  現状の温室効果ガス排出量 

 

１. 温室効果ガス排出量の算定方法 

本市の温室効果ガス排出量の算定は、マニュアルを踏まえ、表 4-1 に示す本市で特に把握が望ま

れる部門・分野となっている項目に加え、エネルギー起源 CO2 由来である「運輸部門（鉄道）」、「運

輸部門（船舶）」を算定しました。 

 

表 4-1 算定を行った温室効果ガスの部門・分野 

ガ
ス
種 

部門・分野 

その他の市町村の 

算定対象 

(マニュアル上) 

算定を行った 

温室効果ガスの 

部門・分野 

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源

CO2 

産 業 部 門 製造業 ● ○ 

建設業・鉱業 ● ○ 

農林水産業 ● ○ 

業務その他部門 ● ○ 

家庭部門 ● ○ 

運 輸 部 門 自動車（貨物） ● ○ 

自動車（旅客） ● ○ 

鉄道 ▲ ○ 

船舶 ▲ ○ 

航空 

  

エネルギー転換部門 ▲ × 

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源

CO2

以
外
の
ガ
ス 

燃料の 

燃 焼 分 野 

燃料の燃焼 ▲ × 

自動車走行 ▲ × 

工業プロセス分野 ▲ × 

農業分野 耕作 ▲ × 

畜産 ▲ × 

農業廃棄物 ▲ × 

廃棄物分野 焼却処分 一般廃棄物 ●※ ○ 

産業廃棄物 

  

埋立処分 一般廃棄物 ▲ × 

産業廃棄物 

  

排水処理 工場排水処理施設 

  

終末処理場 ▲ × 

し尿処理施設 ▲ × 

生活排水処理施設 ▲ × 

原燃料使用等 ▲ × 

代替フロン等 4 ガス分野 ▲ × 

●：特に把握が望まれる ▲：可能であれば把握が望まれる 

※一般廃棄物の焼却処分のうち非エネルギー起源 CO2 のみ「特に把握が望まれる」とする 

  



 

 

29 

２. 温室効果ガス排出量の現況推計 

本市の温室効果ガス総排出量の推移は表 4-2 及び図 4-1 に示すとおりで、2019（令和元）年

度の温室効果ガス総排出量は、851.9 千 t-CO2 であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で

23.7％減少しています。 

部門別の構成比は、図 4-2 に示すとおりであり、産業部門が 58.2％を占め、次いで業務その他

部門が 7.9％、家庭部門が 9.1％、運輸部門が 23.8％、エネルギー起源 CO2 以外のガス【廃棄物

分野（一般廃棄物）】が 1.0％となっています。 

 

表 4-2 温室効果ガス排出量の推移（基準年度：2013（平成 25）年度） 

［千 t-CO2］ 

年度 

 

部門 

2013 

(H25) 

基準値 

2014 

(H26) 

2015 

(H27) 

2016 

(H28) 

2017 

(H29) 

2018 

(H30)  

2019 

(R1) 

最新値 

エネルギー起源 CO2 1,111.5 1,027.8 1,036.1 999.2 947.2 927.2 843.1 

 産業部門 623.0 584.2 590.0 583.9 546.2 556.8 496.0 

 業務その他部門 105.2 92.7 84.3 84.2 79.7 74.1 67.3 

 家庭部門 132.5 121.5 128.2 111.1 111.0 88.6 77.4 

 運輸部門 250.7 229.3 233.6 219.9 210.3 207.7 202.4 

 エネルギー転換部門 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

エネルギー起源 CO２以外 5.7 6.8 8.2 6.0 7.9 6.1 8.8 

合 計 1,117.2 1,034.6 1,044.2 1,005.2 955.1 933.4 851.9 

 

 

 

図 4-1 温室効果ガス排出量の推移 
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図 4-2 温室効果ガス総排出量の部門別構成（201９（令和元）年度） 

 

（1）産業部門 

産業部門における温室効果ガス排出量の推移は、図 4-3 に示すとおりで、2019（令和元）年

度の産業部門の温室効果ガス排出量は、496.0 千 t-CO2 であり、基準年度（2013（平成 25）

年度）比で 20.4％減少しています。 

なお、産業部門から排出される温室効果ガスの約 99％が製造業から排出されています。 

 
図 4-3 温室効果ガス排出量（産業部門）の推移 
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① 製造業 

産業部門の製造業における温室効果ガス排出量と温室効果ガス排出量原単位（kg-CO2/万円）

の推移は、図 4-4 に示すとおりで、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、488.8 千

t-CO2 であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で 20.5％減少しています。また、2019

（令和元）年度の原単位は 14.3kg-CO2/万円であり、基準年度比で 36.4％減少しています。 

2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量の減少は、製造業で用いる設備の省エネ化等によ

る原単位の減少や使用するエネルギーの脱炭素化が要因の１つであると考えられます。 

 

 

図 4-4 温室効果ガス排出量（産業部門_製造業）と温室効果ガス排出量原単位の推移 
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② 建設業・鉱業 

産業部門の建設業・鉱業における温室効果ガス排出量と温室効果ガス排出量原単位（kg-CO2/

人）の推移は、図 4-5 に示すとおりで、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、３.4 千

t-CO2 であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で 33.3％減少しています。 

建設業・鉱業における温室効果ガス排出量は、産業部門全体に対する影響は小さく、産業部門

から排出される温室効果ガスの 1％以下となっています。 

また、2019（令和元）年度の原単位は 2,224.7kg-CO2/人であり、基準年度比で 11.2％減

少しています。 

2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量の減少は、建設業及び鉱業にて用いられる機器の

省エネ化等に伴う原単位の減少が要因の 1 つであると考えられます。 

 

 

図 4-5 温室効果ガス排出量（産業部門_建設業・鉱業）と温室効果ガス排出量原単位の推移 

 

  

5.1
4.5

4.0 4.0 4.2 3.9
3.4

2,506.2

2,883.0

2,608.1 2,587.2
2,691.3

2,497.3

2,224.7

0.0

600.0

1,200.0

1,800.0

2,400.0

3,000.0

3,600.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

2013

（H25）

2014

（H26）

2015

（H27）

2016

（H28）

2017

（H29）

2018

（H30）

2019

（R1）

（千t-CO₂） （kg-CO₂/人）

（年度）

産業部門（建設業・鉱業） 温室効果ガス（CO₂）排出量

原単位（温室効果ガス（CO₂）排出量／従業者数（人））



 

 

33 

③ 農林水産業 

産業部門の農林水産業における温室効果ガス排出量と温室効果ガス排出量原単位（kg-CO2/人）

の推移は、図 4-6 に示すとおりで、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、３.７千 t-

CO2 であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で 12.1％増加しています。 

農林水産業における温室効果ガス排出量は、産業部門全体に対する影響は小さく、産業部門か

ら排出される温室効果ガスの 1％以下となっています。 

また、2019（令和元）年度の原単位は 37,749.4kg-CO2/人であり、基準年度比で 0.6％増

加しています。 

近年は減少傾向にあるものの基準年度と比較して、排出量と原単位は微増しているため、温室

効果ガス排出量の削減に向けた更なる取組が必要です。 

 

 

図 4-6 温室効果ガス排出量（産業部門_農林水産業）と温室効果ガス排出量原単位の推移 
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（2）業務その他部門 

業務その他部門における温室効果ガス排出量と温室効果ガス排出量原単位（kg-CO2/人）の推

移は、図 4-7 に示すとおりで、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、67.3 千 t-CO2

であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で 36.0％減少しています。 

また、2019（令和元）年度の原単位は 4,157.2kg-CO2/人であり、基準年度比で 26.4％減

少しています。 

2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量及び原単位の減少は、業務その他部門において省

エネ行動の推進や設備の省エネ化等に伴う原単位の減少が要因の１つであると考えられます。 

 

 

図 4-7 温室効果ガス排出量（業務その他部門）と温室効果ガス排出量原単位の推移 
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（3）家庭部門 

家庭部門における温室効果ガス排出量と温室効果ガス排出量原単位（kg-CO2/世帯）の推移は、

図 4-8 に示すとおりで、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、77.4 千 t-CO2 であ

り、基準年度（2013（平成 25）年度）比で 41.6％減少しています。 

また、2019（令和元）年度の原単位は 2,804.7kg-CO2/世帯であり、基準年度比で 40.7％

減少しています。 

2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量及び原単位の減少は、各家庭における省エネ家電

への更新や省エネ行動に伴う原単位の減少が要因の１つであると考えられます。 

 

 

図 4-8 温室効果ガス排出量（家庭部門）と温室効果ガス排出量原単位の推移 
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（4）運輸部門 

運輸部門における温室効果ガス排出量の推移は、図 4-9 に示すとおりで、2019（令和元）年

度の温室効果ガス排出量は、202.4 千 t-CO2 であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で

19.3％減少しています。 

なお、運輸部門から排出される温室効果ガスは、47.6％が自動車、1.8％が鉄道、50.6％が船

舶からの排出となっています。 

 

 

図 4-9 温室効果ガス排出量（運輸部門）の推移 
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① 自動車 

運輸部門の自動車における温室効果ガス排出量と温室効果ガス排出量原単位（kg-CO2/台）の

推移は、図 4-10 に示すとおりで、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、96.4 千 t-

CO2 であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で 12.8％減少しています。 

また、2019（令和元）年度の原単位は 2,124.9kg-CO2/台であり、基準年度比で 11.0％減

少しています。 

2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量及び原単位の減少は、自動車の低燃費化等に伴う

原単位の減少が要因の１つであると考えられます。 

 

 

図 4-10 温室効果ガス排出量（運輸部門_自動車）と温室効果ガス排出量原単位の比較 
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② 鉄道 

運輸部門の鉄道における温室効果ガス排出量と温室効果ガス排出量原単位（kg-CO2/人）の推

移は、図 4-11 に示すとおりで、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、3.7 千 t-CO2

であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で 24.5％減少しています。 

また、2019（令和元）年度の原単位は 62.1kg-CO2/人であり、基準年度比で 19.8％減少し

ています。 

2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量及び原単位の減少は、省エネ機能を備えた車両の

導入や省エネ運転の推進が要因の１つであると考えられます。 

 

 
図 4-11 温室効果ガス排出量（運輸部門_鉄道）と温室効果ガス排出量原単位の推移 
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③ 船舶 

運輸部門の船舶における温室効果ガス排出量と温室効果ガス排出量原単位（kg-CO2/t）の推移

は、図 4-12 に示すとおりで、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、102.4 千 t-CO2

であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で 24.3％減少しています。 

また、2019（令和元）年度の原単位は 5.7kg-CO2/t であり、基準年度比で 5.0％減少してい

ます。 

2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量の減少は、原単位が微減傾向であることから、活動

量である入港船舶総トン数の減少が要因の１つであると考えられます。 

 

 

図 4-12 温室効果ガス排出量（運輸部門_船舶）と温室効果ガス排出量原単位の推移 
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（5）エネルギー起源CO2以外 

エネルギー起源 CO2 以外における温室効果ガス排出量と温室効果ガス排出量原単位（kg-

CO2/t）の推移は、図 4-13 に示すとおりで、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、

8.8 千 t-CO2 であり、基準年度（2013（平成 25）年度）比で 54.4％増加しています。 

また、2019（令和元）年度の原単位は 2,695.1kg-CO2/t であり、基準年度比で 1.8％増加

しています。 

2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量は、基準年度（2013（平成 25）年度）と比較し

て増加しており、原単位はほぼ横ばいとなっています。そのため、温室効果ガス排出量の増加は、

一般廃棄物（廃プラスチック類）の焼却量の増加が要因の１つであると考えられます。 

 

 
図 4-13 温室効果ガス排出量（エネルギー起源 CO2 以外）と温室効果ガス排出量原単位の推移 
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３. 温室効果ガス吸収量の現況推計 

本市の温室効果ガス吸収量は、マニュアルに示されている【森林全体の炭素蓄積変化を推計する

手法】により推計しました。推計結果は、表 4-3 及び図 4-14 に示すとおりで、本市の温室効果

ガス吸収量は年度によって大きく異なっています。 

 

表 4-3 本市の温室効果ガス吸収量 
[t-CO2] 

年度 

樹種 

2013 

(H25) 

2014 

(H26) 

2015 

(H27) 

2016 

(H28) 

2017 

(H29) 

2018 

(H30) 

2019 

(R1) 

2020 

(R2) 

2021 

(R3) 

スギ -38 -29 -39 115 -31 15 -22 -23 -22 

ヒノキ -1,100 -1,104 -1,105 -2,561 -1,146 3,324 -922 -1,057 -1,031 

マツ -5,087 -2,080 -2,132 -6,416 -2,147 47,221 -1,201 -1,527 -1,099 

その他針葉樹 -60 -54 -57 -112 -64 -60 -59 -59 -59 

クヌギ -9,560 -4,949 -6,584 -10,645 -5,235 -43,926 -3,741 -29,939 -15,053 

その他広葉樹 -345 -31 -31 -213 -103 -37 -37 -35 -134 

合 計 -16,191 -8,247 -9,948 -19,833 -8,726 6,537 -5,981 -32,639 -17,398 

資料：岡山県の森林資源（岡山県農林水産部林政課）を参考に算出 

 

 
図 4-14 本市の温室効果ガス吸収量 
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【コラム】スギ１本が１年間で吸収する CO2 量 

適切に手入れされている約 36～40 年生のスギ人工林１ha（1,000 本の立木があると仮

定）の場合、スギ１本が１年間で吸収する CO2 量は、約 8.8kg-CO2/本・年と言われてい

ます。 

１年間で１世帯から排出される CO2 排出

量※は 3,210kg-CO2/世帯・年であるため、

スギ約 365 本分の吸収量に該当します。 

 
※「令和３年度 家庭部門の CO2 排出実態統計調査（確報値）（環境省）」の中国地方における世帯あたり

CO2 排出量を採用 

365本分本分365 
＝＝ 

約約
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第5章  脱炭素社会の実現に向けた目標 

 

１. 温室効果ガス排出量の削減目標 

（1）温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢（BAUケース）） 

① 推計手法 

本市において、今後追加的な対策を見込まないまま推移した場合の将来の温室効果ガス排出量

（現状趨勢（BAU）ケース）（以下、「BAU 排出量」という。）について整理しました。 

BAU 排出量は、温室効果ガス排出量の算定式の各項（活動量、エネルギー消費原単位、炭素集

約度）の内、活動量のみが変化すると仮定して推計を行うものであり、マニュアルに示されてい

る【過去の実績を用いた将来推計】により推計します。 

ただし、温室効果ガス排出量のみが把握できている項目については、温室効果ガス排出量が変

化すると仮定して推計しました。 

 

【温室効果ガス排出量の算定式】 

 

【BAU 排出量の推計手法】 

 

  

＝ ×

＝ ×

炭素集約度
（エネルギー種別排出係）＝ ××

エネルギー種別エネルギー使用量
エネルギー起源

CO2
炭素集約度

（エネルギー種別排出係）

電気、熱：使用量当たり排出量
燃料：使用量当たり発熱量×発熱量当たり排出量

活動量

人口、世帯数、
製造品出荷額、
従業者数等

エネルギー
消費原単位

活動量

エネルギー消費量

炭素集約度

活動量種別排出係数
×地球温暖化係数

非エネ起CO2
及びその他ガス

活動量

原料の使用量、廃棄物処理量等

（※燃料の燃焼分野のCH4、N2Oはエネル
ギー種別エネルギー使用量に炭素集約度を

乗じる）

BAU排出量 現状年度の温室効果ガス排出量 活動量変化率

目標年度想定活動量

現状年度活動量

＝ ×
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【参考：過去の実績を用いた将来推計】 

過去の実績を用いた将来推計は、過去の実績から、その傾向が将来も同じように推移しうると仮定

した数値を採用する手法であり、以下に示す要素を総合的に判断しました。 

①相関が高い数値であること 

②直近の数値や社会情勢を踏まえた現実性のある数値であること 

③推計値と既知の実績値（把握できているものに限る）を比較した際に乖離が小さいこと 

④将来の数値と現状を比較した場合に、増加、減少が大きくなりすぎていないこと 

 

 

 

  

活
動
量

年度

＜平均値＞

増減を繰り返すが、長期的には
横ばいの傾向の場合に採用する

活
動
量

年度

＜直線式＞

一定の割合で増加（減少）する

活
動
量

年度

＜対数式＞

増加率（減少率）
が徐々に減少する

活
動
量

年度

＜ロジスティック式＞

過去の実績の増加または減少傾向
を加速度的に伸ばした後、徐々に鈍化
させ一定の値で飽和に達する

活
動
量

年度

＜指定年＞

不連続な変化

過去の傾向が不連続な場合に
採用する

活
動
量

年度

＜指数式＞

増加率（減少率）
が徐々に増加する

活
動
量

年度

＜べき乗式＞

増加率（減少率）
が徐々に増加する

活
動
量

年度

＜二次関数式＞

放物線的に変化

過去の実績の傾向 考え方 近似式※

一定の割合で増加（減少）

過去の実績が安定して増加（減少）する傾向があり，今後

も同様の傾向が続く場合に採用する。ただし，純増もしく

は純減するため，長期的にみて過大もしくは負数（マイナ

ス）となる場合には，対数式など他の推計式を採用する。

直線式（一次近似式）：

ｙ = aX + b

過去の実績が増加もしくは減少する傾向を示し，その傾向

が指数関数的に増加すると考えられる場合に採用する。

指数式：

ｙ = abX

過去の実績が増加もしくは減少する傾向を示し，その傾向

が徐々に増加すると考えられる場合に採用する。

べき乗式：

ｙ = bXa

増加率（減少率）が徐々に減少
過去の実績が増加もしくは減少する傾向を示し，その傾向

が徐々に減少すると考えられる場合に採用する。

対数式：

ｙ = a loｇX + b

増加率（減少率）が徐々に増加

するが，いずれ鈍化することが

予想される

過去の実績の増加または減少傾向を加速度的に伸ばした

後，徐々に鈍化させ一定の値で飽和に達する推計式。この

推計式はあらかじめ求めようとする値の最大値（又は最小

値）を設定し，その値に漸近していくような曲線を描いて

いくため，飽和した値をあらかじめ適正に設定することが

できれば，比較的妥当な推計値を算出することが出来るた

め，このような場合に採用する。

ロジスティック式：

ｙ = ｋ／（１＋ea-bX）

放物線的な増加（減少）

この推計式は放物的な増加（減少）する傾向を示し，実績

値の変動傾向を極端に反映した予測になりやすいため，相

関係数も高い値がでることが多いが，推計期間が長い場

合，将来の活動量がマイナスになったり，極端に増加した

りすることがあり，一般的には採用されない場合が多い。

二次関数式：

ｙ = aX2 + bX + c

増減を繰り返すが，長期的には

横ばい

長期的には横ばい傾向を示すが，各年では増減を繰り返し

ており，直線式や対数式では推計が困難と判断される場合

に採用する。

ｙ = 平均値

過去の実績が少ないもしくは不

連続に変化している

過去の実績が少ないか，もしくは何らかの理由により不連

続に変化している場合に特定の年度（主に直近年）の実績

を採用する。一定期間の平均値を採用する場合もある。

ｙ = 指定年の実績値

※y：活動量の推計値，X：時間（年），a，b，c：定数，k：活動量の収束値（定数），e：自然対数の底

増加率（減少率）が徐々に増加

活
動
量

年度

＜平均値＞

増減を繰り返すが、長期的には
横ばいの傾向の場合に採用する

活
動
量

年度

＜直線式＞

一定の割合で増加（減少）する

活
動
量

年度

＜対数式＞

増加率（減少率）
が徐々に減少する

活
動
量

年度

＜ロジスティック式＞

過去の実績の増加または減少傾向
を加速度的に伸ばした後、徐々に鈍化
させ一定の値で飽和に達する

活
動
量

年度

＜指定年＞

不連続な変化

過去の傾向が不連続な場合に
採用する

活
動
量

年度

＜指数式＞

増加率（減少率）
が徐々に増加する

活
動
量

年度

＜べき乗式＞

増加率（減少率）
が徐々に増加する

活
動
量

年度

＜二次関数式＞

放物線的に変化
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② 推計結果 

本市の BAU 排出量は、表 5-1 及び図 5-1 に示すとおりであり、基準年度である 2013（平

成 25）年度と比較して、2030（令和 12）年度には 27.8％削減され、2050（令和 32）年度

には 32.5％削減されることが見込まれると考えられます。 

部門別にみると各部門等の削減傾向は表 5-2 に示すとおりです。 

 

表 5-1 本市の BAU 排出量 

[千 t-CO2] 

 年度 （基準） 

2013 

(平成 25) 

（最新値） 

2019 

(令和元) 

 

2030 

(令和 12) 

 

2050 

(令和 32) 部門・分野 

エネルギー起源 CO2 1,111.5 843.1 799.3 746.7 

  産業部門 623.0 496.0 471.8 435.7 

    製造業 614.6 488.8 464.6 428.5 

    建設業･鉱業 5.1 3.4 3.4 3.4 

    農林水産業 3.3 3.7 3.7 3.7 

  業務その他部門 105.2 67.3 67.3 67.3 

  家庭部門 132.5 77.4 75.5 72.0 

  運輸部門 250.7 202.4 184.8 171.7 

    自動車 110.5 96.4 95.6 92.9 

    鉄道 4.9 3.7 3.3 2.7 

    船舶 135.3 102.4 85.9 76.1 

  エネルギー転換部門 - - - - 

エネルギー起源 CO2 以外の 

温室効果ガス 
5.7 8.8 7.3 7.3 

温室効果ガス排出量 合計 1,117.2 851.9 806.7 754.0 

※端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある 

  

図 5-1 本市の BAU 排出量 
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産業部門 業務その他部門
家庭部門 運輸部門
エネルギー転換部門 エネルギー起源CO₂以外の温室効果ガス

－27.8％ －32.5％ －23.7％ 
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表 5-2 各部門等の削減傾向 

 年度 （基準） 

2013 

(平成 25) 

（最新値） 

201９ 

(令和元) 

 

2030 

(令和 12) 

 

2050 

(令和 32) 部門・分野 

エネルギー起源 CO2  ▲24.1％  ▲28.1％ ▲32.8％ 

  産業部門  ▲20.4％ ▲24.3％ ▲30.1％ 

    製造業  ▲20.5％  ▲24.4％ ▲30.3％ 

    建設業･鉱業  ▲33.1％  ▲33.1％  ▲33.1％  

    農林水産業  13.2％  13.2％  13.2％  

  業務その他部門  ▲36.0％  ▲36.0％  ▲36.0％  

  家庭部門  ▲41.6％  ▲43.1％  ▲45.7％  

  運輸部門  ▲19.3％  ▲26.3％  ▲31.5％  

    自動車  ▲12.8％  ▲13.5％  ▲15.9％  

    鉄道  ▲25.8％  ▲33.4％  ▲45.5％  

    船舶  ▲24.3％  ▲36.5％  ▲43.8％  

  エネルギー転換部門  - - - 

エネルギー起源 CO2 以外の 

温室効果ガス 
 55.8％  29.3％  28.7%  

温室効果ガス排出量 合計  ▲23.7％ ▲27.8％ ▲32.5％ 

※端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある 
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（2）温室効果ガス排出量の削減目標 

① 国 

国は 2020（令和２）年 10 月に菅前総理大臣が「2050 年カーボンニュートラル」を宣言し、

国として、2050（令和 32）年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロとすることを目指すことと

なりました。それに伴い、2021（令和３）年 10 月に「地球温暖化対策計画」を閣議決定し、温

室効果ガス排出量の削減目標を 2030（令和 12）年度に 2013（平成 25）年度比で 46.0％削

減することとしています。（表 5-3 参照） 

 

表 5-3 地球温暖化対策計画における国の削減目標 

資料：環境省 HP を参考に作成 

 

 

  

温室効果ガス排出量 

・吸収量 

(単位:億 t-CO2) 

2013 排出実績 2030 排出量 削減率 従来目標 

14.08 
ｴﾈﾙｷﾞｰ起源 

CO2 構成比 
7.60 ▲46% ▲26％ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源 CO2 12.35 100.0％ 6.77 ▲45% ▲25％ 

 
部
門
別 

産業 4.63 37.4％ 2.89 ▲38% ▲7％ 

業務その他 2.38 19.2％ 1.16 ▲51% ▲40％ 

家庭 2.08 16.8％ 0.70 ▲66% ▲39％ 

運輸 2.24 18.1％ 1.46 ▲35% ▲27％ 

エネルギー転換 1.06 8.5％ 0.56 ▲47% ▲27％ 

非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源 CO2、CH4､N2O 1.34 - 1.15 ▲14% ▲8％ 

HFC 等 4 ｶﾞｽ(ﾌﾛﾝ類) 0.39 - 0.22 ▲44% ▲25％ 

吸収源 - - ▲0.48 - (▲0.37 億 t-CO2) 

二国間ｸﾚｼﾞｯﾄ制度(JCM) 

官民連携で 2030 年度までの累計で 1 億 t-CO2 程度の国際的な排

出削減･吸収量を目指す。我が国として獲得したクレジットを我が国

の NDC 達成のために適切にカウントする。 

- 
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② 岡山県 

岡山県では 2023（令和５）年３月に岡山県全域の温室効果ガス排出量削減等を推進するため

の総合的な計画である「岡山県地球温暖化対策実行計画」の改定を行っており、国の目標に準じ

つつ、岡山県の地域特性（産業部門の割合が大きい、脱炭素技術の確立していない産業からの排

出が多い等）を踏まえ、温室効果ガス排出量の削減目標を 2030（令和 12）年度に 2013（平

成 25）年度比で 39.3％削減（独自設定）することとしています。（表 5-4 参照） 

 

表 5-4 岡山県地球温暖化対策実行計画における岡山県の削減目標 

部門 

国 県 

2030 年度 

目標削減率 

(2013 年度比) 

2013 年度 

排出量 

（万 t-CO2） 

2030 年度 

排出量 

（万 t-CO2） 

目標削減率 

(2013 年度比) 

二
酸
化
炭
素 

産業部門 ▲37.6% 3,202 2,164 ▲32.4% 

家庭部門 ▲66.3% 386 130 ▲66.3% 

業務部門 ▲51.3% 373 182 ▲51.3% 

運輸部門 ▲34.8% 445 290 ▲34.8% 

エネルギー転換 ▲47.2% 456 246 ▲46.1% 

非エネルギー起源 ▲14.9% 235 158 ▲32.6% 

メタン ▲11.0% 41 36 ▲11.0% 

一酸化二窒素 ▲16.8% 25 21 ▲16.8% 

代替フロン類 ▲44.2% 54 30 ▲44.2% 

吸収源 - - ▲88 - 

合 計 ▲46.0％ 5,217 3,168 ▲39.3% 

資料：岡山県地球温暖化対策実行計画を参考に作成 
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③ 玉野市 

本市においても、国及び岡山県の動向を踏まえ温室効果ガス排出量の削減目標を定める必要が

あります。国が掲げる 46.0％の削減目標は、各部門・分野における削減目標を達成した際に実現

する削減率となっており、国が掲げる各部門・分野の削減目標を本市に適用した場合、表 5-5 に

示すとおり、41.8％削減することが必要となります。 

そのため、本市の温室効果ガス排出量の削減目標は、国が掲げる各部門・分野の削減目標に準

拠し、2030（令和 12）年度に 2013（平成 25）年度比で 41.8％削減することを削減目標と

します。また、2021（令和３）年２月に宣言した「2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ宣言」を

踏まえ、2050（令和 32）年度にカーボンニュートラルの達成をすることも削減目標とします。 

 

表 5-5 国が掲げる各部門・分野の削減目標を本市に適用した場合の温室効果ガス排出量 

［千 t-CO2］  

（基準年度） 

2013 

(平成 25) 

対 基準年削減目標 

（国の目標削減率） 

（目標年度） 

2030 

(令和 12) 

エネルギー起源 CO2 1,111.5 - 645.9 

 産業部門 623.0 ▲38％ 386.3 

 業務その他部門 105.2 ▲51％ 51.6 

 家庭部門 132.5 ▲66％ 45.1 

 運輸部門 250.7 ▲35％ 163.0 
 

エネルギー転換部門 - ▲47％ - 

エネルギー起源 CO2 以外の温室効果ガス 5.7 ▲14％ 4.9 

合 計 1,117.2 - 
650.7 

▲41.8% 

※端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある 

 

 

【本市の温室効果ガス排出量の削減目標】 

①2030（令和 12）年度に 2013（平成 25）年度比で 

41.8％削減（466.4 千 t-CO2 の削減） 

②2050（令和 32）年度にカーボンニュートラルの達成 
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（3）削減目標値とBAU排出量との比較 

2030（令和 12）年度における本市の温室効果ガス排出量の削減目標値と BAU 排出量の比較

を行った場合、追加的な施策の実施により、155.9 千 t-CO2 の温室効果ガス排出量の削減を目

指していく必要があります。（表 5-6 参照） 

 

表 5-6 削減目標値と BAU 排出量の比較  

[千 t-CO2] 

 

2013 

(平成 25)

年度 

基準値 

2030(令和 12)年度 

削減目標 

2030(令和 12)年度 

BAU 排出量 
追加で 

必要となる 

削減量 

③=②-① 
削減率 

目標 

排出量 

① 

削減率 

推計 

排出量 

② 

エネルギー起源 CO2 1,111.5 - 645.9 ▲28.1％ 799.3 153.5 

 産業部門 623.0 ▲38％ 386.3 ▲24.3％ 471.8 85.5 

 業務その他部門 105.2  ▲51％ 51.6 ▲36.0％ 67.3 15.7 

 家庭部門 132.5  ▲66％ 45.1 ▲43.1％ 75.5 30.4 

 運輸部門 250.7  ▲35％ 163.0 ▲26.3％ 184.8 21.8 

 エネルギー転換部門 0 ▲47％ 0 - 0 0 

エネルギー起源 CO2以外 5.7  ▲14％ 4.9 29.3％ 7.3 2.5 

合 計 1,117.2 ▲41.8％ 650.7 ▲27.8％ 806.7  155.9  

※端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある 

 

（4）温室効果ガス排出量の削減見込み 

① 市民・事業者の省エネ行動等に伴う温室効果ガス排出量の削減 

2022（令和 4）年度に実施したアンケート調査結果を基に、省エネ行動を「今後取り組みた

い」や高効率機器を「今後導入したい」と回答した市民・事業者の割合を用いて温室効果ガス排出

量の最大限の削減見込みを試算します。 

試算結果は表 5-7 に示すとおりであり、93.6 千 t-CO2 の削減効果（2013（平成 25）年度

の総排出量に対する割合：8.4％）が試算されます。 

 

表 5-7 市民・事業者の省エネ行動等に伴う温室効果ガス排出量の削減効果 

[千 t-CO2] 

 

2013  

(平成 25)年度 

基準年度 

2030(令和 12)年度 

BAU 排出量 

省エネ行動等に伴う 

最大限の削減見込み 

最大限の削減見込みを加味した 

2030(令和 12)年度 

排出量 

①排出量 対基準年比 ②削減量 対基準年比 
推計排出量 

③=①+② 
対基準年比 

産業部門 

（製造業） 
614.6 464.6 ▲24.4％ ▲58.7 ▲9.6％ 405.9 ▲34.0％ 

業務その他 

部門 
105.2 67.3 ▲36.0％ ▲2.7 ▲2.5％ 64.6 ▲38.6％ 

家庭部門 132.5 75.5 ▲43.1％ ▲19.4 ▲14.6％ 56.1 ▲57.7％ 

運輸部門 

（自動車） 
110.5 95.6 ▲13.5％ ▲12.8 ▲11.6％ 82.8 ▲25.1％ 

総排出量 1,117.2 806.7 ▲27.8％ ▲93.6 ▲8.4％ 713.1 ▲36.2％ 

※端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある  
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② 再生可能エネルギーの導入拡大に伴う電気の低炭素化 

再生可能エネルギーの導入が拡大するなど、「2030 年度におけるエネルギー需給の見通し（令

和３年 10 月 資源エネルギー庁）」に基づき国全体の電気の排出係数が低減し、『0.25kg-

CO2/kWh』を達成した場合の温室効果ガス排出量の削減見込みを試算します。 

試算結果は表 5-8 に示すとおりであり、123.0 千 t-CO2 の削減効果（2013（平成 25）年

度の総排出量に対する割合：11.0％）が試算されます。 

 

表 5-8 電気の低炭素化に伴う温室効果ガス排出量の最大限の削減見込み 

[千 t-CO2] 

 

2013  

(平成 25)年度 

基準年度 

2030(令和 12)年度 

BAU 排出量 

電気の低炭素化に伴う 

最大限の削減見込み 

最大限の削減見込みを加味した 

2030(令和 12)年度 

排出量 

①排出量 対基準年比 ②削減量 対基準年比 
推計排出量 

③=①+② 
対基準年比 

産業部門 

（製造業） 
614.6 464.6 ▲24.4％ ▲67.9 ▲11.0％ 396.7 ▲35.4％ 

産業部門 

(建設業・鉱業) 
5.1 3.4 ▲33.1％ ▲0.6 ▲12.3％ 2.8 ▲45.4％ 

産業部門 

(農林水産業) 
3.3 3.7 13.2％ ▲0.1 ▲4.4％ 3.6 8.8％ 

業務その他

部門 
105.2 67.3 ▲36.0％ ▲28.2 ▲26.8％ 39.1 ▲62.9％ 

家庭部門 132.5 75.5 ▲43.1％ ▲24.4 ▲18.4％ 51.1 ▲61.5％ 

運輸部門 

（鉄道） 
4.9 3.3 ▲33.4％ ▲1.8 ▲35.6％ 1.5 ▲69.0％ 

総排出量 1,117.2 806.7 ▲27.8％ ▲123.0 ▲11.0％ 683.6 ▲38.8％ 

※端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある 
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③ まとめ 

前述の行動や事業が最大限に実施された場合は、216.6 千 t-CO2（表 5-9 参照）削減され、

総排出量は 590.1 千 t-CO2（削減率▲47.2％）（図 5-2 参照）となり、目標の 650.7 千 t-

CO2（目標削減率▲41.8％）を達成できることとなります。 

 

表 5-9 温室効果ガス排出量の削減効果（まとめ） 

[千 t-CO2] 

 

2013  

(平成 25)年度 

基準年度 

① 

2030  

(令和 12)年度 

BAU 

排出量 

② 

最大限の削減見込み 削減見込みを

加味した

2030(令和

12)年度 

排出量 

⑥=②+⑤ 

市民・事業者

の省ｴﾈ行動等 

③ 

電気の 

低炭素化 

④ 

削減見込み 

合 計 

⑤=③+④ 

産業部門 

（製造業） 
614.6 464.6 ▲58.7 ▲67.9 ▲126.6 338.0 

産業部門 

(建設業・鉱業) 
5.1 3.4 - ▲0.6 ▲0.6 2.8 

産業部門 

(農林水産業) 
3.3 3.7 - ▲0.1 ▲0.1 3.6 

業務その他部門 105.2 67.3 ▲2.7 ▲28.2 ▲30.9 36.4 

家庭部門 132.5 75.5 ▲19.4 ▲24.4 ▲43.8 31.7 

運輸部門 

（自動車） 
110.5 95.6 ▲12.8 - ▲12.8 82.8 

運輸部門 

（鉄道） 
4.9 3.3 - ▲1.8 ▲1.8 1.5 

運輸部門 

（船舶） 
135.3 85.9 - - - 85.9 

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門 0 - - - - - 

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源

CO2 以外 
5.7 7.3 - - - 7.3 

総排出量 1,117.2 806.7 ▲93.6 ▲123.0 ▲216.6 590.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 温室効果ガス排出量の削減見込み 
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▲216.6 ▲155.9 
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２. 再生可能エネルギーの導入目標 

（1）再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

① 導入ポテンシャルについて 

再生可能エネルギーの導入ポテンシャルとは、技術的に利用可能なエネルギー資源量である賦

存量のうち、エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因（土地の傾斜、法規制、土地利用、

居住地からの距離等）により利用できないものを除いたエネルギー資源量のことです。 

本市の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル調査は、以下に示す情報を基に整理しました。 

 

①再生可能エネルギー情報提供システム【REPOS（リーポス）】（環境省 HP） 

②バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計（平成 23 年３月、新エネルギー・産業技術総合

開発機構） 

 

 
資料：環境省資料を参考に作成 

 

図 5-3 導入ポテンシャルの定義 

  

事業性を考慮した
導入ポテンシャル

（旧：シナリオ別導入可能量）

＜導入ポテンシャルの内数＞

（考慮されていない要素の例）

・系統の空き容量、賦課金による国民負担

・将来見通し（再エネコスト、技術革新）

・個別の地域事情（地権者意思、公表不可な希少種生息エリア情報）など

現在の技術水準で
利用困難なもの

（例）
・風速 5.5m/s未満の

風力エネルギー など

法令、土地用途
などによる制約が
あるもの

事業性が
よくないもの

（例）
・国立公園

・土地の傾斜

・居住地からの距離

など

（例）

・基幹送電線から遠く送電線

敷設コストが高いエリア

・道路から遠く工事コストが

高いエリア など

全自然
エネルギー 賦存量

設置可能面積、平均風速、河川流量などから理論的に算出することができるエネルギー資源量

エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因による設置の

可否を考慮したエネルギー資源量

導入ポテンシャル ＜賦存量の内数＞
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（2）再生可能エネルギー（電気）の導入ポテンシャル 

① 太陽光（建物系） 

太陽光（建物系）の導入ポテンシャルは、図 5-4 に示すとおりであり、海岸線付近において、

高い導入ポテンシャルを有していることが確認されました。一方、山地が多い地域では導入ポテ

ンシャルが低いことが確認されました。 

 

 

資料：環境省 REPOS の算定結果に地域区分を加筆 

図 5-4 太陽光（建物系）の導入ポテンシャル 

 

【推計式】 
導入ポテンシャル（kW）＝ 設置可能面積（㎡）×設置密度（kW/㎡） 

【備考】 
・設置可能面積は、建物ポリゴン（GEOSPACE 電子地図（スタンダード））データを使用し、建

物カテゴリー別の設置可能面積算定係数（戸建住宅等 0.48、戸建住宅等以外 0.499）を乗じ算
出 

・設置密度は、建物カテゴリー別に設定（戸建住宅等（屋根）0.167、戸建住宅等以外（屋上）0.111） 
・図は、上記の算出結果を 500m メッシュ単位で集計し表示 

出典：令和３年度再エネ導入ポテンシャルに係る情報活用及び提供方策検討等調査委託業務報告書 （令和４年３月、

株式会社エックス都市研究所・アジア航測株式会社・デロイトトーマツコンサルティング合同会社）  

ポテンシャル

高

ポテンシャル

低
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② 太陽光（土地系） 

太陽光（土地系）の導入ポテンシャルは、図 5-5 に示すとおりであり、「八浜地域」において、

「7,500－10,000kW/km2 以上」の範囲があることが確認されました。太陽光（土地系）の導

入ポテンシャルは、市域全体的に少ないことが確認されました。 

 
資料：環境省 REPOS の算定結果に地域区分を加筆 

図 5-5 太陽光（土地系）の導入ポテンシャル 

 

【推計式】 
導入ポテンシャル（kW）＝ 設置可能面積（㎡）×設置密度（kW/㎡） 

【備考】 
・設置可能面積は、各種統計データや GIS データを使用し、土地カテゴリー別の設置可能面積算定

係数（一般廃棄物最終処分場 1.0、田・畑 1.0（筆の 5m 内側のみ利用）、荒廃農地 0.474、
ため池 0.4）を乗じ算出 

・設置密度は、土地カテゴリー別に設定（一般廃棄物最終処分場 0.111、田・畑 0.04、荒廃農地
0.111、ため池 0.111） 

・土地カテゴリーが田・畑、ため池は、以下を除外 
①傾斜度 20 度以上、②自然公園（特別保護地区、第１種特別地域）、③原生自然環境保全地域、
④自然環境保全地域（特別地区）、⑤鳥獣保護区（特別保護地区）、⑥世界自然遺産地域、⑦土
砂災害特別警戒区域、⑧土砂災害警戒区域、⑨土砂災害危険箇所、⑩ 浸水想定区域（洪水）浸
水深 1.0m 以上 

・図は、上記の算出結果を 500m メッシュ単位で集計し表示 

出典：令和３年度再エネ導入ポテンシャルに係る情報活用及び提供方策検討等調査委託業務報告書 （令和４年３月、

株式会社エックス都市研究所・アジア航測株式会社・デロイトトーマツコンサルティング合同会社）  

ポテンシャル

高
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③ 風力発電 

風力（陸上風力）の導入ポテンシャルは、図 5-6 に示すとおりであり、「荘内地域」及び「玉・

奥玉地域」に１箇所と「東児地域」の岡山市との市境において確認されています。その他の地点に

おいても、一部、導入ポテンシャルが確認されるものの、範囲が非常に狭くなっています。 

 
資料：環境省 REPOS の算定結果に地域区分を加筆 

図 5-6 風力発電の導入ポテンシャル 
 

【推計式】 
導入ポテンシャル（kW）＝設置可能面積（k ㎡）×10,000（kW/k ㎡） 

【備考】 
・設置可能面積は、風況マップ（環境省作成：20 年平均値）から以下の条件を除外し推計 
①自然条件 

風速区分 5.5m/s 未満、標高 1,200m 以上、最大傾斜角 20 度以上、地上開度 75°未満 
②法規制 

国立・国定公園（特別保護地区、第１種特別地域）、都道府県立自然公園（第 1 種特別地域）、
原生自然環境保全地域、自然環境保全地域、鳥獣保護区のうち特別保護地区（国指定、都道府県
指定）、世界自然遺産地域、航空法による制限（制限表面） 

③土地利用等 
（都市計画区分）「準工業地域」、「工業地域」、「工業専用地域」を除く市街化区域／（土地利

用区区分）田、建物用地、道路、鉄道、河川地及び湖沼、海水域、ゴルフ場※「その他の農用地」、
「森林」、「荒地」、「その他の用地」、「海浜」が開発可能な土地利用区分 

④居住地からの距離 500m 未満 

出典：令和３年度再エネ導入ポテンシャルに係る情報活用及び提供方策検討等調査委託業務報告書 （令和４年３月、

株式会社エックス都市研究所・アジア航測株式会社・デロイトトーマツコンサルティング合同会社）  
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④ 中小水力発電 

本市に中小水力発電の導入ポテンシャルは無いことが確認されました。 

 

⑤ 地熱発電 

本市に地熱発電の導入ポテンシャルは無いことが確認されました。 

 

⑥ 再生可能エネルギー（電気）導入ポテンシャルのまとめ 

本市の再生可能エネルギー（電気）の導入ポテンシャルは、表 5-10 に示すとおり、約

601.1MW の導入ポテンシャルを有しており、96.7％が太陽光発電の導入ポテンシャルとなっ

ています。 

なお、本市の再生可能エネルギーの導入率は太陽光発電が 11.5％、風力発電が 0.0％となって

います。 

 

表 5-10 再生可能エネルギー（電気）導入ポテンシャルのまとめ 

種類 区分 推計対象 導入ポテンシャル  導入実績 導入率 

再生可能 

エネルギー 

（電気） 

太陽光 

①建物系 

・戸建住宅等（屋根）、戸

建住宅等以外（屋上） 

②土地系 

・一般廃棄物最終処分

場、田、畑、荒廃農地、た

め池 

581.4 MW  66.9 MW 11.5％ 

風力 

①陸上風力 

・「準工業地域」、「工業地

域」、「工業専用地域」を除

く市街化区域 

・田、建物用地、道路、鉄

道、河川地及び湖沼、海水

域、ゴルフ場 

・ 居 住 地 か ら の 距 離

500m 未満 

19.7 MW  0.0 MW 0.0％ 

中小水力 
①河川部 

②農業用水路 
ポテンシャル無し  - - 

地熱 

①蒸気フラッシュ発電 

②バイナリー発電 

③低温バイナリー発電 

ポテンシャル無し  - - 

合計 

（発電力） 
- 601.1 MW  66.9 MW 11.1％ 

合計 

（年間発電量）  
- 843,119.9MWh/年  

87,420.4 

MWh/年 
10.4％ 

資料：再生可能エネルギー情報提供システム［REPOS（リーポス）］（環境省 HP）を参考に作成 
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（3）再生可能エネルギー（熱）導入ポテンシャル 

① 太陽熱 

太陽熱の導入ポテンシャルは、図 5-7 に示すとおりであり、「宇野・築港地域」、「玉・奥玉地

域」・「和田地域」・「日比・渋川地域」の海岸線付近において、高いことが確認されました。「荘内

地域」及び「田井地域」の一部においても、導入ポテンシャルを有していることが確認されまし

た。 

 
資料：環境省 REPOS の算定結果に地域区分を加筆 

図 5-7 太陽熱の導入ポテンシャル 

 

【太陽熱とは】 
太陽熱は、太陽から放たれた光を集熱器で集め、給湯や冷暖房で利
用するシステムのことです。 
【推計式】 

導入ポテンシャル（MJ）＝設置可能面積（㎡）×平均日射量 
（kWh/㎡/日）×換算係数（MJ/kWh）×集熱効率×365 日 

【備考】 
・換算係数は 3.6、集熱効率は 0.4 とします。 
・設置可能面積を建築面積と同等、採熱率を地熱図データから想

定するものとし、メッシュ単位で推計（その他の建物（商業施
設、学校、オフィスビル等）は除外しています。） 

・メッシュ単位の太陽熱の導入ポテンシャルは Min（メッシュ単
位の太陽熱の利用可能熱量、メッシュ単位の給湯熱需要量）を
採用 出典：環境省 HP 

出典：平成 25 年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書 

（平成 26 年８月、環境省 地球環境局 地球温暖化対策課） 

ポテンシャル

高
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② 地中熱（ヒートポンプ） 

地中熱の導入ポテンシャルは、図 5-8 に示すとおりであり、本市全域に点在していることが確

認されました。 

 
資料：環境省 REPOS の算定結果に地域区分を加筆 

図 5-8 地中熱の導入ポテンシャル 

 

【地中熱（ヒートポンプ）とは】 
地中熱（ヒートポンプ）とは、年間を通して温度が一定の地
中を利用し、夏は外気より温度の低い地中に熱を放熱し、冬
は外気より温度の高い地中から熱を採熱するシステムのこ
とです。 
【推計式】 

導入ポテンシャル（Wh）＝採熱可能面積（㎡）×採熱率
（W/m）×地中熱交換井の密度（本/㎡）×地中熱交換井
の長さ（m/本）×年間稼働時間（h/年）×補正係数 

【備考】 
・採熱可能面積を建築面積と同等、採熱率を地熱図データか

ら想定するものとし、メッシュ単位で推計 
・メッシュ単位の地中熱の導入ポテンシャルは Min（メッ

シュ単位の地中熱利用の利用可能熱量、メッシュ単位の
冷暖房熱需要量）を採用 出典：環境省 HP 

出典：平成 27 年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書 

（平成 28 年３月、環境省 地球環境局 地球温暖化対策課） 
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③ バイオマス 

バイオマスの導入ポテンシャルは、表 5-11 及び図 5-9 に示すとおりであり、「廃棄物系資

源」が 68.2％を占めており、そのうち「食品系バイオマス」が高いポテンシャルを有しているこ

とが確認されました。 

 

表 5-11 バイオマスの導入ポテンシャル 

対象バイオマス 有効利用熱量 

未利用系資源 

木質系バイオマス 

林地残材 54 GJ/年 

切捨間伐材 178 GJ/年 

果樹剪定枝 878 GJ/年 

タケ 3,785 GJ/年 

農業残渣 

稲作残渣、稲わら 4,250 GJ/年 

稲作残渣もみ殻 388 GJ/年 

麦わら 661 GJ/年 

その他の農業残渣 1,032 GJ/年 

草本系バイオマス 
ササ -※１ 

ススキ 7,506 GJ/年 

小計 18,732 GJ/年 

廃棄物系資源 

木質系バイオマス 

国産材製材廃材 1,071 GJ/年 

外材製材廃材 58 GJ/年 

建築廃材 6,759 GJ/年 

新・増築廃材 657 GJ/年 

公園剪定枝 2,932 GJ/年 

畜産ふん尿、汚泥 

乳用牛ふん尿 72 GJ/年 

肉用牛ふん尿 -※１ 

豚ふん尿 5 GJ/年 

排卵鶏ふん尿 -※１ 

ブロイラーふん尿 -※１ 

下水汚泥（濃縮汚泥） 0 GJ/年 

し尿・浄化槽余剰汚泥 7 GJ/年 

集落排水汚泥 0 GJ/年 

食品系バイオマス 

食品加工廃棄物 180 GJ/年 

家庭系厨芥類 23,391 GJ/年 

事業系厨芥類 5,006 GJ/年 

小計 40,139 GJ/年 

合計 58,871 GJ/年 

※１ 「-」：統計データにおいて、森林面積、作物の栽培、畜産の飼育等で１年間の実績がない 

※２ 端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある 

出典：バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計（平成 23 年３月、新エネルギー・産業技術総合開発機構） 
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図 5-9 バイオマスの導入ポテンシャル 

 

【バイオマスとは】 

バイオマスの熱利用は、バイオマス資源を燃焼

させ、発生する熱を暖房や給湯等に利用するシ

ステムのことです。 

 

出典：環境省 HP 

 

④ 再生可能エネルギー（熱）導入ポテンシャルのまとめ 

本市の再生可能エネルギー（熱）の導入ポテンシャルは、表 5-12 に示すとおり、約

2,645,339GJ となっており、その内、約 83.3％が地中熱、約 14.5％が太陽熱、約 2.2％がバ

イオマスの導入ポテンシャルとなっています。 

 

表 5-12 再生可能エネルギー（熱）導入ポテンシャルのまとめ 

種類 区分 推計対象 導入ポテンシャル 

再生可能 

エネルギー 

（熱） 

太陽熱 

戸建住宅、共同住宅、宿泊施設、余暇レジャー施

設、医療施設 

※その他の建物（商業施設、学校、オフィスビル

等）は除く 

384,222.9 GJ/年 

（14.5％） 

地中熱 

商業施設、学校、余暇・レジャー施設、宿泊施

設、医療施設、公共施設、大規模住宅・オフィス

ビル、一般住宅 

2,202,244.5 GJ/年 

（83.3％） 

バイオマス 

未利用資源（木質系バイオマス、農業残渣、草本

系バイオマス）、廃棄物資源（木質系バイオマ

ス、畜産ふん尿、汚泥、食品系バイオマス） 

58,871.2 GJ/年 

（2.2％） 

合計 

（年間発熱量） 
- 2,645,338.6 GJ/年 

資料：バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計（平成 23 年３月、新エネルギー・産業技術総合開発機構） 

再生可能エネルギー情報提供システム［REPOS（リーポス）］（環境省 HP）を参考に作成  

28,578

84

11,478

7,506

6,331

4,895

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

バイオマス導入ポテンシャル

廃棄物系資源
(40,139GJ/年)

未利用系資源
(18,732GJ/年)

58,871GJ/年

木質系バイオマス

農業残渣

木質系バイオマス

畜産ふん尿，汚泥

食品系バイオマス

草本系バイオマス
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（4）導入ポテンシャルまとめ 

本市の導入ポテンシャル量及び導入の実現性を考慮すると、“太陽光発電”と“太陽熱利用”の導

入が有用と考えられます。（表 5-13 参照） 

 

表 5-13 まとめ 

種類 区分 導入ポテンシャル 導入の実現性 

電気 

太陽光 581.4 MW ○ 

本市での導入ポテンシャルは高く、既に普及している技

術。発電コストは事業用が 12.9 円/kWh、住宅用が

17.7 円/kWh 程度であり、発電コストは火力発電と比

較しても遜色はなく、導入においては建物、土地など、

適用の範囲が広い点が特徴です。 

将来的にも発電コストの低廉化が見込まれており、導

入・普及の実現性は最も高いと考えられます。 

風力 19.7 MW △ 

風力発電は、風速 5.5m/s 以上の風速が確保されること

が望ましく、本市においては条件を満たす地域が限定的

です。風力発電の導入においては、鳥類への影響や騒音・

低周波音の発生といった環境への影響を配慮する必要

があり、事業規模や導入するサイトの個別条件を踏まえ

た導入可否、実現性を判断する必要があります。発電コ

ストは 19.8 円/kWh 程度であり、太陽光発電よりも高

くなっています。 

中小水力 ０ MW × 導入ポテンシャルを有していません。 

地熱 ０ MW × 導入ポテンシャルを有していません。 

熱 

太陽熱 384,222.9 GJ/年 ○ 

太陽熱利用は、普遍的な技術であり、導入コストは約 30

～90 万円/戸程度となっています。地中熱利用よりも導

入が容易と考えられ、実現性は高いと考えられます。 

地中熱 2,202,244.5 GJ/年 △ 

導入ポテンシャルは高いものの導入事例が全国でも少

なく（8,347 件（2019（令和元）年度末）、導入コス

トが大きな課題であり、コスト低減、普及の拡大が望ま

れている技術となっています。 

バイオマス 58,871.2 GJ/年 △ 

バイオマス導入ポテンシャルの約７割を占める廃棄物

系資源は、2027（令和９）年度から供用開始する岡山

市可燃ごみ広域処理施設においてエネルギー回収（発

電）が行われます。その他のバイオマスの導入において

は、資源調達体制の構築やプラント整備・運営が必要と

なり、事業採算性が確保された導入が求められるため、

様々な課題をクリアする必要があります。 

○：現状で導入の実現性が高い 

△：現状では導入の実現性が低い 

×：将来的にも導入の実現性が限りなく低い 
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（5）再生可能エネルギーの導入目標 

本市の 2030（令和 12）年度における再生可能エネルギーの導入目標を以下に示す考え方を

踏まえて設定します。 

◆国が公表している計画に示された数値目標の達成を目指した目標設定 

◆2022（令和４）年度に実施した市民・事業者へのアンケート調査から把握できた各主体の意

向を踏まえた目標設定 

 

① 国が公表している計画に示された数値目標の達成を目指した目標設定 

国が公表している「第６次エネルギー基本計画（令和３年 10 月、閣議決定）」や「2030 年度

におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）（令和３年 10 月、資源エネルギー庁）」で掲げら

れている目標数値を用いて、再生可能エネルギーの導入目標を試算した結果、表 5-14 に示すと

おり６0.４ＭＷの太陽光発電の導入が必要と試算されます。 

 

表 5-14 国の計画を用いた再生可能エネルギーの導入目標 

 

2030(令和 12)

年度の玉野市電力

需要量
※1 

① 

必要な 

発電電力量
※2

 

①×38％ 

必要となる 

再エネ設備 

容量
※3 

② 

既に導入され

ている再エネ

設備容量
※4

 

③ 

導入が必要 

となる再エネ 

設備容量 

②－③ 

合 計 437,712 MWh 166,330 MWh 127.3 MW 66.9 MW 60.4 MW 

内 

 

訳 

太陽光発電

(10kW 未満) 
- 19,993 MWh 16.7 MW 8.8 MW 7.9 MW

※5
 

太陽光発電

(10kW 以上) 
- 146,338 MWh 110.6 MW 58.1 MW 52.5 MW

※6
 

風力発電 - 0 MWh 0 MW 0 MW 0 MW 

水力発電 - 0 MWh 0 MW 0 MW 0 MW 

地熱発電 - 0 MWh 0 MW 0 MW 0 MW 

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電 - 0 MWh 0 MW 0 MW 0 MW 

※１ 玉野市の 2013（平成 25）年度の電力使用量は、「都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省資源エネ

ルギー庁）」に公表されている岡山県の電力使用量から、従業者数・製造品出荷額、世帯数を用いた案分計

算によって試算（501,388MWh）。2030（令和 12）年度の電力使用量は、「2030 年度におけるエネ

ルギー需給の見通し（関連資料）」を踏まえ、基準年度（2013（平成 25）年度）の 87.3％に設定し、

501,388MWh に乗じた 

※２ 必要な再生可能エネルギー由来の電力量は、「第６次エネルギー基本計画」を踏まえ電力使用量の 38％と

し、各発電設備の必要な発電電力量は、既設の再生可能エネルギーの発電電力量を用いた案分計算によっ

て試算 

※３ 発電電力量から設備利用率（環境省資料から太陽光発電（10kW 未満）は 13.7％、太陽光発電（10kW

以上）は 15.1％を採用）及び年間時間（8,760 時間/年）を除して試算 

例）太陽光発電（10kW 未満） = 19,993 ÷ 13.7％ ÷ 8,760 = 16.65… ≒ 16.7 

※４ 既に導入されている再エネ設備容量は、自治体排出量カルテ（環境省）に示された 2021（令和３）年度

時点の数値を採用 

※５ 2022（令和４）年度に実施した市民・事業者へのアンケート調査から、本市における１世帯あたりの太

陽光発電容量は 5.9kW であったため、約 1,340 世帯分の太陽光発電容量に該当 

※６ 2022（令和４）年度に実施した市民・事業者へのアンケート調査から、本市における１事業所あたりの

太陽光発電容量は 84.6kW であったため、約 620 事業所分の太陽光発電容量に該当 

※７ 端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある 
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② 市民・事業者へのアンケート調査を踏まえた目標設定 

太陽光発電を「導入する余地がある」と回答した市民・事業者の割合を用いて、再生可能エネル

ギーの導入目標を試算した結果、表 5-15 に示すとおり７８.3ＭＷの太陽光発電の導入が見込ま

れます。 

 

表 5-15 市民・事業者へのアンケート調査を踏まえた再生可能エネルギーの導入目標 

 

総世帯数/ 

総事業所数 

① 

太 陽 光 発 電 に つ い て 、 

導入の余地がある 

と回答した割合 

② 

１世帯/１事業所

あ た り の 設 備 容 量 ※ 1 

③ 

導入が見込める 

太 陽 光 発 電 設 備 容 量 

①×②×③÷1,000 

市 民 27,193 世 帯 15.8 ％ 5.9 kW 25.3 MW 

事業者 2,107 事業所 29.7 ％ 84.6 kW 52.9 MW 

合 計 - - - 78.3 MW 

※１ アンケート調査結果から把握できた太陽光発電の導入容量の平均値を採用 

※２ 端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある 

 

③ 本市の再生可能エネルギーの導入目標の設定 

再生可能エネルギーについて、国が公表している計画に準拠すると 60.4MW の太陽光発電の

導入が必要となっていますが、市民・事業者へのアンケート調査を踏まえると、78.3MW の太陽

光発電の導入が見込まれます。 

そのため、本市における太陽光発電は、60.4MW の導入を目指すとともに、太陽光発電の最大

限の導入を図るために 78.3MW の導入を目指すものとします。 

なお、太陽光発電以外の再生可能エネルギーの導入については、その地域の自然的条件・社会

的条件を考慮したうえで、最大限導入することを目指すものとします。 

 

【再生可能エネルギーの導入目標】 

①2030（令和 12）年度までに、国の目標値に準じて、太陽光発電の６0.4Ｍ

Ｗ以上の新規導入を目指し、更に、進捗状況に応じて上乗せの導入が可能と見

込まれる場合は、アンケートの調査結果を踏まえ、78.3ＭＷ以上の新規導入

を目指します。 

②太陽光発電以外の再生可能エネルギーについて、自然的・社会的条件を加味し

ながら、最大限導入することを目指します。 
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３. 玉野市の目指す将来ビジョン 

本市の脱炭素社会の実現に向けた目指すべき将来ビジョン（2050 年の姿として『あるべき姿』）

は、2022（令和４）年度に実施した市民・事業者へのアンケート調査や、2030（令和 12）年ま

でに集中して行う取組・施策を中心に、地域の成長戦略ともなる地域脱炭素の行程と具体策を整理

した計画である「地域脱炭素ロードマップ（令和３年６月９日、国・地方脱炭素実現会議）」を踏ま

え、図 5-10 に示すとおり、本市の温室効果ガス排出の主要４部門に分類し整理しました。 

また、本市の将来ビジョンのイメージを図 5-11 に示します。 

 

【産業部門における 2050 年の姿】 

・建築物には太陽光発電システムを導入することが標準化しています。 

・再エネにより発電した電力及び熱の調達が標準化しています。 

・事業者の意識の向上により、建築物への再エネ設備の導入が標準化しています。 

・事業者の誰もが自発的に脱炭素の取組を実践しています。 

・再エネ事業により、地域経済が活性化しています。 

・再エネ設備が最大限導入されています。 

・エネルギー事業との併用（営農型太陽光発電）などにより、持続可能な一次産業が実現してい

ます。 

 

【業務その他部門における 2050 年の姿】 

・建築物には太陽光発電システムを導入することが標準化しています。 

・再エネにより発電した電力及び熱の調達が標準化しています。 

・事業者の意識の向上により、建築物への再エネ設備の導入が標準化しています。 

・EV/PHV/FCV の充電設備等の整備が十分にされています。 

・再エネ由来の電気・水素を燃料とするゼロカーボン・ドライブが定着しています。 

・事業者の誰もが自発的に脱炭素の取組を実践しています。 

・脱炭素に関して、行政がリーダシップを取り、市民・事業者へ普及促進を行っています。 

・断熱性能の向上や創エネ・省エネが実践され、ZEH 化・ZEB 化が実現しています。 

・持続可能な観光が標準化しています。 

 

【家庭部門における 2050 年の姿】 

・建築物には太陽光発電システムを導入することが標準化しています。 

・再エネにより発電した電力及び熱の調達が標準化しています。 

・市民の意識の向上により、建築物への再エネ設備の導入が標準化しています。 

・市民の誰もが自発的に脱炭素の取組を実践しています。 

・断熱性能の向上や創エネ・省エネが実践され、ZEH 化・ZEB 化が実現しています。 

 

【運輸部門における 2050 年の姿】 

・家庭や事業所では、次世代自動車が標準化しています。 

・EV/PHV/FCV の充電設備等の整備が十分にされています。 

・再エネ由来の電気・水素を燃料とするゼロカーボン・ドライブが定着しています。 

・多くの市民・事業者が公共交通機関を利用しています。 

・公共交通機関は次世代自動車となっており、再エネ由来の電気を利用するなど、脱炭素が図ら

れています。 

図 5-10 本市の温室効果ガス排出の主要４部門における将来ビジョン 

  



 

 

65 

 

図 5-11 本市の将来ビジョンのイメージ 

 

 

  

【参考：地域脱炭素ロードマップ（令和３年６月９日、国・地方脱炭素実現会議）】  

「地域脱炭素ロードマップ」の中では、以下に示す８つの脱炭素の基盤となる重点対策が

整理されています。 

重点対策①：屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 

重点対策②：地域共生・地域裨益型再エネの立地 

重点対策③：公共施設など業務ビル等における徹底した省エネと再エネ電気調達と更

新や改修時の ZEB 化誘導 

重点対策④：住宅・建築物の省エネ性能等の向上 

重点対策⑤：ゼロカーボン・ドライブ 

重点対策⑥：資源循環の高度化を通じた循環経済への移行 

重点対策⑦：コンパクト・プラス・ネットワーク等による脱炭素型まちづくり 

重点対策⑧：食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立 

次世代自動車の標準化 

営農型太陽光発電 

の最大限の導入 

持続可能な観光の標準化 

次世代自動車の 

充電インフラの充実 

公共交通の次世代自動車化 

再エネ設備の最大限の導入 

ZEHの標準化 

ZEB の標準化 

コンパクトシティの形成 

電気自動車(EV)シェア 

公共施設における太陽光発電の標準化 

適正な森林保全 

ゼロカーボン・ドライブの標準化 

公共交通機関の利用が標準化 
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第6章  地球温暖化対策の取組（緩和策） 

 

１. 施策の体系 

 

個 別 施 策基 本 方 針

再生可能エネルギーの
普及促進

再生可能エネルギーの普及促進

省エネルギーの推進

脱炭素型まちづくりの
推進

循環型社会の形成

蓄電システムの普及促進

エネルギーの地産地消の推進

再生可能エネルギー由来の電力調達の推進

市民・事業者に対する情報の周知・啓発

環境に優しいライフスタイルや事業活動の促進

建築物の省エネ化

市民・事業者に対する情報の周知・啓発

行政の率先的な取組

コンパクトでネットワーク化された都市づくりの推進

次世代自動車の充電インフラの充実

温室効果ガス吸収源の確保

宇野港の脱炭素化の推進

市民・事業者・行政の協働によるごみ減量化・資源化の推進

環境負荷の少ない適正処理・処分の実施

１

２

３

４
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２. 緩和策（温室効果ガスの排出削減） 

 

  再生可能エネルギーの普及促進  

    

  再生可能エネルギーの普及促進  
    

   太陽光発電の導入促進  

    ●行政が積極的に太陽光発電の導入を進めていくとともに、市民・事業者に対し

て、太陽光発電の導入を促進します。 

 

    ●PPA モデルやリース事業による太陽光発電の導入を推進します。  

    ●営農型太陽光発電やため池への太陽光発電導入など、太陽光発電の最大限の導

入を促進します。 

 

   太陽熱利用設備の導入促進  

    ●行政が積極的に太陽熱利用設備の導入を進めていくとともに、市民・事業者に対

して、太陽熱利用設備の導入を促進します。 

 

   その他再生可能エネルギーの導入促進  

    ●風力・バイオマス・地中熱といった、その他の再生可能エネルギー設備の導入を

積極的に促進します。 

 

  蓄電システムの普及促進  

    ●再生可能エネルギーの最大限の活用や災害時における非常用電源を確保するた

めに、市民・事業者に対して、蓄電システムの導入を促進します。 

 

  エネルギーの地産地消の推進  

    ●エネルギーの地産地消の仕組みを検討し、災害時にもエネルギーが使用できる

体制を目指します。 

 

  再生可能エネルギー由来の電力調達の推進  

    ●再生可能エネルギー由来の環境に優しい電力を積極的に調達するよう推進しま

す。 

 

  市民・事業者に対する情報の周知・啓発  

    ●市民・事業者に対して、再生可能エネルギーに関する情報の周知・啓発を図り、

自発的な脱炭素の取組を促します。 

 

 

  

１ 
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【コラム】蓄電池の導入効果 

蓄電池は電気を蓄えることができ、太陽光発電などの再生可能エネルギー設備と合わせて

導入することによって、以下の効果を得ることができます。 

 

①再生可能エネルギー設備の最大限の活用 

必要となる電気の量より再生可能エネルギー設備が発電した電気の量が多くなった場

合（余剰電力が発生した場合）、不要な電気を蓄電池に蓄えることができ、夜間や雨天時と

いった発電ができない時間帯等にも自由に使用することができます。 

これにより、再生可能エネルギー設備で発電される電気を最大限活用することができま

す。 

【太陽光発電設備＋蓄電池の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②災害時における非常用電源 

災害時等に地域で停電が発生した場合でも、再生可能エネルギー設備と組み合わせるこ

とによって、一定の電気を自由に使用することが可能となり、地域レジリエンスの強化に

つながります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：駐車場を活用したソーラーカーポートの導入について（環境省） 

3:00 6:00 9:00 12:00 15:0 0 18:00 21:00

蓄電池で
まかなう電気

太陽光発電でまかなう電気

余った電気
⇒蓄電する電気

使用する電気の量

太陽光発電で発電した電気の量

蓄電池

購入する電気の量
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  省エネルギーの推進  

    

  環境に優しいライフスタイルや事業活動の促進  
    

   省エネ行動の推進  

    ●デコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）の実践を促進

し、脱炭素型のライフスタイルへの転換を促します。 

 

   高効率機器への転換促進  

    ●高効率空調や LED 照明といった省エネ機器への転換を促進します。  

   次世代自動車の普及促進  

    ●プラグインハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池自動車などの環境性能に

優れた次世代自動車の普及を促進します。 

 

  建築物の省エネ化  
    

   既存住宅の省エネ改修や ZEH 住宅の普及促進  

    ●エネルギー消費性能の優れた住宅を普及するとともに、ZEH 住宅の導入を促進

します。 

 

   ZEB 建築物の普及促進  

    ●事業者に対して、ZEB の導入を促進します。  

  市民・事業者に対する情報の周知・啓発  

    ●市民・事業者に対して、省エネルギーや省資源に関する情報の周知・啓発を図

り、自発的な脱炭素の取組を促します。 

 

  行政の率先的な取組  

    ●行政が率先して、デコ活の実践を進め、リーダーシップを図ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 

【コラム】デコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動） 

デコ活とは、脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの実現に向けた国民の行動変容、ライ

フスタイル転換のうねり・ムーブメントを起こすべく始まった新たな国民運動です。 

国民・消費者の行動変容、ライフスタイルの変革を促すため、衣食住にわたる国民の将来 

の暮らしの全体像「脱炭素につながる 

新しい豊かな暮らしの 10 年後」を明 

らかにし、具体的なアクションを提案 

するとともに、自治体・企業・団体等 

の参加の下、脱炭素化による豊かな暮 

らし創りに向けた取組を展開し、新た 

な消費・行動の喚起とともに、国内外 

での脱炭素型の製品・サービスの需要 

創出にもつなげていくことが狙いで 

す。        出典：環境省 HP 
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  脱炭素型まちづくりの推進  

    

  コンパクトでネットワーク化された都市づくりの推進  
    

   コンパクトシティの形成  

    ●市街地の拡散を抑制し、道路・公園などの都市基盤の質の維持を図るとともに、

複数の拠点が公共交通を軸に連携するコンパクトシティの形成を目指します。 

 

   公共交通機関の利用促進  

    ●地域交通の脱炭素化に寄与する地域公共交通機関の利用を促進します。  

    ●公共交通機関の EV 化を促進し、移動の脱炭素化を促進します。  

   地域資源を活用した観光振興  

    ●恵まれた自然環境や豊富な観光資源を活用した持続可能な観光振興を推進しま

す。 

 

  次世代自動車の充電インフラの充実  

    ●次世代自動車の充電インフラの充実を図り、次世代自動車への転換を促進しま

す。 

 

  温室効果ガス吸収源の確保  

    ●森林の適正な管理を進め、森林の有する多面的機能（温室効果ガスの吸収源、土

砂災害防止機能等）の確保に努めます。 

 

  宇野港の脱炭素化の推進  

    ●関係機関と連携し、宇野港におけるカーボンニュートラルポートの形成を促進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 

【コラム】カーボンニュートラルポート（CNP） 

日本において港湾は、輸出入の物流拠点かつ CO2 排出量の約６割を占める発電所、鉄鋼、

化学工業等の多くの企業が立地するなど、エネルギーの一大消費拠点となっています。その

ため、脱炭素化に配慮した港湾機能の創出や水素・アンモニア等の受入環境の整備等を図る

カーボンニュートラルポート（CNP）の形成を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省 HP  
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  循環型社会の形成  

    

  市民・事業者・行政の協働によるごみ減量化・資源化の推進  

    ●4R の推進を図り、ごみ減量化・資源化を推進していきます。  

  環境負荷の少ない適正処理・処分の実施  

    ●ごみの収集運搬、中間処理、最終処分にあたっては、環境負荷を可能な限り低減

させるような仕組みを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ 

【コラム】プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 

海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸入規制強化等への対応を契

機として、国内におけるプラスチック資源循環を促進する重要性が高まっています。 

このような背景からプラスチック使用製品の設計からプラスチック使用製品廃棄物の処

理まで、プラスチックのライフサイクルに関わるあらゆる主体におけるプラスチックの資源

循環の取組を促進するための措置を盛り込んだ「プラスチックに係る資源循環の促進等に関

する法律（令和三年法律第六十号）」が成立しました。 

プラスチックの資源循環に向けては、事業者、消費者、国、地方公共団体等のすべての関

係主体が参画し、相互に連携しながら環境整備を進めること、相乗効果を高めていくことが

重要となっており、各主体の役割は以下に示すとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：プラスチック資源循環 HP を参考に作成 

事業者は、
①プラスチック使用製品設計指針に即してプラ
スチック使用製品を設計すること

②プラスチック使用製品の使用の合理化のた
めに業種や業態の実態に応じて有効な取組を
選択し、当該取組を行うことによりプラスチック
使用製品廃棄物の排出を抑制すること

③自ら製造・販売したプラスチック使用製品の
自主回収・再資源化を率先して行うこと

④排出事業者としてプラスチック使用製品産業
廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等を実施
することに努める
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第7章  地球温暖化対策の取組（適応策） 

 

１. 適応策とは 

現在、国内外で気温の上昇や大雨の頻度の増加、それに伴う農作物の品質低下や熱中症リスクの

増加など、気候変動によると思われる影響が生じています。これらの影響は今後さらに拡大する恐

れがあります。そのため、温室効果ガスの排出を削減する緩和策に加え、気候変動の影響による被

害の回避・軽減対策である「適応策」にも同時に取り組んでいく必要があります。 

国における適応策に係る取組として、2018（平成 30）年６月に「気候変動適応法」が施行され

たことで、「適応策」の法的位置づけが明確化され、国、地方公共団体、事業者、国民が連携・協力

して「適応策」を推進するための法的仕組みが整備されました。都道府県及び市町村において地域

気候変動適応計画の策定等が努力義務とされ、自然的経済的社会的状況に応じた気候変動への「適

応策」が求められています。 

また、2021（令和３）年 10 月に「気候変動適応計画」を閣議決定し、気候変動の影響による被

害を防止・軽減するため、各主体の基本的役割や、あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込むこ

となど、７つの基本戦略を示すとともに、分野ごとの適応に関する取組を網羅的に示しています。 

 

２. 気候変動による影響 

追加的な緩和策を実施しなかった場合、岡山県内の 21 世紀末（2076～2095 年）の年平均気

温は、20 世紀末（1980～1999 年）と比較して、約 4.3℃上昇することが予測されており、猛暑

日の日数が約 32 日増加することが予測されています。また、１時間降水量が 50mm 以上となる

短時間強雨の発生頻度が約 3.4 倍に増加することが予測されています。 

パリ協定で掲げる２℃目標を達成した場合においても、岡山県内の 21 世紀末（2076～2095

年）の年平均気温は、20 世紀末（1980～1999 年）と比較して、約 1.4℃上昇することが予測さ

れており、猛暑日の日数が約６日増加することが予測されています。また、１時間降水量が 50mm

以上となる短時間強雨の発生頻度が約 2.4 倍に増加することが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【追加的な緩和策なし】           【パリ協定の目標達成】 

図 7-1 岡山県の気候将来予測 

資料：岡山地方気象台 HP を参考に作成 

  

気温の変化

岡山県の年平均気温は

約4.3℃上昇します

約32日増加猛暑日日数

約58日増加真夏日日数

約51日減少熱帯夜日数

約50日減少冬日日数

猛暑日 ： 日最高気温35℃以上
真夏日 ： 日最高気温30℃以上
熱帯夜 ： 日最低気温25℃以下

冬日 ： 日最低気温0℃未満

※1： 1時間降水量50㎜以上

約3.2倍に増加
日降水量200㎜

以上の回数

約1.3倍に増加
年最大

日降水量※2

約12日に増加無降水日日数

※2 ：1年で最も多くの雨が降った日の降水量

大雨や短時間強雨は発生数が少ないため、
地球単位での予測は不確実性が大きいことに
注意が必要です。

雨の変化

中国地方に降る非常に
激しい雨※1 の回数は、

約3.4倍に増加します

気温の変化

岡山県の年平均気温は

約1.4℃上昇します

約6日増加猛暑日日数

約18日増加真夏日日数

約11日減少熱帯夜日数

約19日減少冬日日数

猛暑日 ： 日最高気温35℃以上
真夏日 ： 日最高気温30℃以上
熱帯夜 ： 日最低気温25℃以下

冬日 ： 日最低気温0℃未満

※1： 1時間降水量50㎜以上

約2.3倍に増加
日降水量200㎜

以上の回数

約1.2倍に増加
年最大

日降水量※2

有意な変化なし無降水日日数

※2 ：1年で最も多くの雨が降った日の降水量

大雨や短時間強雨は発生数が少ないため、
地球単位での予測は不確実性が大きいことに
注意が必要です。

雨の変化

中国地方に降る非常に
激しい雨※1 の回数は、

約2.4倍に増加します
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３. 施策の体系 

 

  

基 本 方 針 個 別 施 策分 野

農林水産業における適応

水環境・水資源における適応

自然生態系における適応

防災活動の促進

浸水災害対策

土砂災害対策

熱中症対策

感染症対策

観光地対策

ヒートアイランド対策

農林水産業

水環境・水資源

自然生態系

自然災害・沿岸域

健康

産業・経済活動

国民生活･都市生活

気候変動による
影響への適応

５
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４. 適応策（気候変動による影響への適応） 

 

  気候変動による影響への適応  

    

  農林水産業  
    

   農林水産業における適応  

    ●気候変動の影響も考慮した持続可能な農林水産業を推進します。  

  水環境・水資源  
    

   水環境・水資源における適応  

    ●公共用水域の水質汚濁状況の監視を行うとともに、公共用水域の環境保全を推

進します。 

 

  自然生態系  
    

   自然生態系における適応  

    ●野生動植物等の生息・生育状況の把握を推進し、保護を促進します。  

  自然災害・沿岸域  
    

   防災活動の促進  

    ●災害時における被害の軽減を図るため、防災教育・啓発に努め、地域住民の防災

力の向上を促進します。 

 

   浸水災害対策  

    ●流域治水の考えに基づく浸水対策を推進します。  

    ●雨水の排水機能を高め、浸水被害の軽減に努めます。  

    ●海岸保全施設の整備を計画的に進め、沿岸域での浸水被害の軽減に努めます。  

   土砂災害対策  

    ●土砂災害警戒区域等の周知を図るとともに、警戒避難体制の整備を推進します。  

  健康  
    

   熱中症対策  

    ●関係機関と連携し、熱中症警戒アラートを活用した注意喚起や、熱中症予防に関

する啓発に努めます。 

 

   感染症対策  

    ●蚊やダニ媒介感染症に関する知識や予防対策の普及啓発を行い、感染症発生の

予防とまん延の防止に取り組みます。 

 

  産業・経済活動  
    

   観光地対策  

    ●観光施設において、旅行者へ適切に災害情報を届け、避難行動につながる体制等

の整備を促進します。 

 

５ 
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  国民生活・都市生活  
    

   ヒートアイランド対策  

    ●公共交通機関や自転車の利用の促進、省エネ住宅の普及促進、省エネ行動の普及

促進など、ヒートアイランド現象の原因である人工廃熱の低減に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【コラム】熱中症警戒アラート 

環境省と気象庁は、熱中症予防対策に資する効果的な情報発信として、2021（令和３）

年４月下旬から全国を対象に、「熱中症警戒アラート」の運用を開始しています。 

「熱中症警戒アラート」は、熱中症の危険性が極めて高くなると予測された際に、危険な

暑さへの注意を呼びかけ、熱中症予防行動を取ることを促しています。 

なお、2024（令和６）年度春頃に、改正気候変動適応法が全面施行され、熱中症警戒情

報の一段上に熱中症特別警戒情報が創設されるなど、更なる熱中症対策の強化が予定されて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：熱中症予防情報サイト 
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第8章  計画の推進体制と進行管理 

 

１. 各主体の役割 

各主体の役割は図 8-1 に示すとおりです。 

 

図 8-1 各主体の役割 

 

２. 計画の推進体制 

2050（令和 32）年までに本市のカーボンニュートラルを実現するためには、市民・事業者・行

政が一丸となって、地域の脱炭素化を推進していく必要があります。そのため、市民・金融機関・市

内事業者・行政から組織される「玉野市地球温暖化対策協議会」と連携を図りながら本計画の推進

を図ります。（図 8-2 参照） 

 

図 8-2 計画の推進体制 

  

岡山連携中枢都市圏

玉野市地球温暖化対策協議会

市 民 金融機関 市内事業者 行 政

事業者市 民

連携

事務局：環境保全課

玉野市

連携

連携 連携

・岡山市 ・津山市 ・玉野市 ・総社市 ・備前市

・瀬戸内市 ・赤磐市 ・真庭市

・和気町 ・早島町 ・久米南町 ・美咲町 ・吉備中央町

市 民 

事業者 

行 政 

日常生活に伴う資源及びエネルギーの消費、廃棄物の排出等に

よる環境への負荷を低減するよう努めます。また、行政が実施

する施策に積極的に参画し、協力するものとします。 

事業活動に伴って生じる環境への負荷を低減するよう努めると

ともに、積極的な脱炭素を推進します。また、行政が実施する

施策に積極的に参画し、協力するものとします。 

脱炭素に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、実施するも

のとします。また、市民・事業者の行動変容を促すため、行政

の率先的な脱炭素の推進を図るとともに、積極的な情報発信や

脱炭素に触れる機会を創出します。 
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３. 計画の進行管理 

本計画の進行管理は図 8-3 に示すとおり、PDCA サイクルによる継続的な推進と改善を図りま

す。 

具体的には、本市が当該事業年度の事業や取組の進捗状況及び導入目標の達成状況をとりまとめ、

「玉野市地球温暖化対策協議会」へ報告します。「玉野市地球温暖化対策協議会」は、報告内容につ

いて評価するとともに、取組の進め方などに関して助言を行います。本市は、「玉野市地球温暖化対

策協議会」の助言を反映して施策等を見直し、取組を進めていきます。 

 
図 8-3 計画の進行管理 

 

  

Do
(実施・実行)

Act
(処置・改善)

Check
(点検・評価)

Plan
(計画)

PDCA
サイクル
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資料１ 温室効果ガス排出量の算定方法 

 

資料 2 アンケート調査結果 

 

資料 3 本計画の策定経過 

 

資料４ パブリックコメントの実施結果 

 

資料５ 地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項 

 

資料６ 用語集 

  

資 料 編 
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資料1  温室効果ガス排出量の算定方法 

 

区分 算定方法 推計手法 

産業部門 

製造業 

【特定事業所による二酸化炭素排出量※１】

＋【全国の中小規模事業所の業種別１事業

所あたり CO2排出原単位】×【玉野市の

業種別中小規模事業所数】 

カテゴリＤ：事業所排出量積上法 

建設業・鉱業 

【岡山県の建設業・鉱業炭素排出量】÷

【岡山県の従業者数】×【玉野市の従業者

数】×44÷12※２ 

カテゴリＡ：都道府県按分法 

農林水産業 

【岡山県の農林水産業炭素排出量】÷【岡

山県の従業者数】×【玉野市の従業者数】

×44÷12 

カテゴリＡ：都道府県按分法 

業務その他部門 

【岡山県の業務部門炭素排出量】÷【岡山

県の従業者数】×【玉野市の従業者数】×

44÷12 

カテゴリＡ：都道府県按分法 

家庭部門 

【岡山県の家庭部門炭素排出量】÷【岡山

県の世帯数】×【玉野市の世帯数】×44

÷12 

カテゴリＡ：都道府県按分法 

運輸部門 
自動車（貨物） 

【全国自動車車種別炭素排出量】÷【全国

の自動車車種別保有台数】×【玉野市の自

動車車種別保有台数】×44÷12 

カテゴリＡ：全国按分法 

自動車（旅客） 

鉄道 
【全国の人口当たり炭素排出量】÷【全国

の人口】×【玉野市の人口】×44÷12 
カテゴリＡ：全国按分法 

船舶 

【全国の外航船舶を除く⼊港船舶総トン数

当たり炭素排出量】÷【全国の外航船舶を

除く⼊港船舶総トン数】×【玉野市の外航

船舶を除く⼊港船舶総トン数】×44÷12 

カテゴリＡ：全国按分法 

廃棄物分野 

【焼却処理量】×【プラスチックごみ・合

成繊維の割合（乾燥ベース）】※３×【排出

係数】 

－ 

※１ 「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度（環境省）」の開示請求データを基に把握 

※２ ×44÷12 は炭素（Ｃ：分子量 12）を二酸化炭素（CO2：分子量 44）へ変換するために用いている 

※３ マニュアルに示されている一般値を用いている 
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資料2  アンケート調査結果 

 

１. アンケート調査の目的 

アンケート調査は、本市における地球温暖化防止に向けた取組を検討するための基礎資料として、

地球温暖化や日々の省エネ行動、再生可能エネルギーに関する認識や取組に関する市民・事業者の

考えなどを把握することを目的として実施しました。 

 

２. アンケート調査の概要 

 

項目 市民 事業者 

調査対象 
市内に在住している市民から 1,200 世帯を無

作為に抽出 

法人市民税の申請書を発送している 1,332 事

業者 

調査方法 郵送により調査票を配布し、郵送もしくは web にて調査票を回収 

調査期間 2022（令和４）年８月 23 日（火）～2022（令和４）年９月 16 日（金） 

回収率 

発送数：1,200 票 

回収数：  481 票 

回収率：  40.1％ 

発送数：1,332 票 

回収数：  380 票 

回収率：  28.5％ 

 

３. アンケート調査の結果 

（1）市民アンケート 

問１ 年齢・住所・居住形態について  
【年齢】 【住所】 

  

【居住形態】  

 

 

18～29歳

4.9%
30歳代

7.7%

40歳代

9.6%

50歳代

13.4%

60歳代

19.6%

70歳代

26.2%

80歳代

16.4%

90歳代

2.1%

(N=469)

田井地区

14.1%

築港・宇野

地区

15.6%

玉・奥玉地区

5.8%

玉原地区

6.8%
和田地区

5.1%
日比・渋川地区

6.6%

荘内地区

25.9%

八浜地区

8.1%

山田地区

4.3% 東児

地区

7.7%

(N=468)

一戸建て

（持ち家）

88.1%

一戸建て

（借家）

4.5%

集合住宅

（持ち家）

0.4%

集合住宅

（賃貸）

6.7%

その他

0.2%

(N=463)
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問２ 地球温暖化防止のための取組状況について 

 

 

  

83.9%

83.4%

49.5%

84.0%

25.0%

41.2%

30.6%

29.1%

35.3%

42.1%

44.4%

79.0%

59.4%

60.3%

44.9%

57.3%

70.3%

76.7%

42.5%

81.1%

69.6%

41.2%

41.0%

68.8%

35.3%

58.8%

72.1%

74.8%

77.9%

74.1%

68.3%

26.5%

60.0%

73.2%

70.5%

72.5%

75.8%

49.4%

14.6%

11.7%

34.2%

11.5%

58.0%

8.6%

16.4%

5.6%

1.6%

7.3%

2.5%

16.8%

22.5%

7.4%

17.5%

33.9%

25.2%

19.7%

37.4%

13.8%

9.6%

34.1%

26.0%

15.2%

15.6%

23.2%

16.2%

11.2%

8.4%

9.1%

22.2%

8.4%

4.3%

19.8%

12.4%

11.8%

9.0%

33.0%

1.5%

3.9%

11.1%

3.2%

13.5%

1.8%

4.1%

2.0%

0.5%

2.0%

3.1%

3.4%

12.0%

3.3%

7.3%

7.2%

3.4%

2.8%

17.1%

4.3%

1.5%

14.9%

20.8%

8.9%

12.2%

11.8%

6.6%

3.9%

1.9%

2.8%

8.0%

1.8%

2.8%

4.3%

3.3%

2.6%

1.5%

12.3%

1.1%
5.2%

1.3%

3.5%

48.5%

48.9%

63.3%

62.7%

48.6%

50.0%

0.8%

6.0%

29.0%

30.3%

1.7%

1.1%

0.8%

3.0%

0.9%
19.3%

9.9%

12.1%

7.1%

36.8%

6.2%

5.1%

10.1%

11.8%

14.0%

1.5%

63.4%

32.8%

2.8%

13.8%

13.1%

13.7%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【照明】無駄な照明は、こまめに消している（N=465）

【エアコン】冷房は冷やしすぎに注意し、

無理のない範囲で設定温度を上げている（N=463）

【エアコン】冬の暖房時の温度は20℃を目安にしている（N=459）

【エアコン】冷房、暖房は必要な時だけつけている（N=469）

【エアコン】エアコンのフィルターを、月に1回以上清掃している（N=460）

【暖房機器】ガス・石油ファンヒーターは、必要最小限の利用にしている（N=454）

【暖房機器】ガス・石油ファンヒーター使用時の温度は20℃を目安にしている（N=444）

【暖房機器】電気カーペットの設定温度は低めにしている（N=447）

【暖房機器】電気カーペットは部屋の広さにあった大きさのものを使用している（N=442）

【暖房機器】電気こたつの設定温度は低めにしている（N=451）

【暖房機器】こたつ布団に、上掛と敷布団をあわせて使っている（N=446）

【テレビ】テレビを見ていないときは消している（N=477）

【テレビ】画面輝度を、部屋の明るさに合わせて調整している

（明るさの自動調整機能が付いている場合は、「ほぼ取り組んでいる」）（N=466）

【パソコン】使わない時は、電源を切っている（N=459）

【パソコン】省電力モードを活用している（N=439）

【冷蔵庫】定期的に冷蔵庫の中を整理するなど、

物を詰め込みすぎないようにしている（N=475）

【冷蔵庫】無駄な開閉をしないようにしている（N=472）

【冷蔵庫】開けている時間を短くしている（N=472）

【冷蔵庫】設定温度を、気温に応じて適切に調節している（N=463）

【冷蔵庫】機器の説明書どおりに、壁から適切な間隔をあけて設置している（N=470）

【調理】調理の際、炎がなべ底からはみ出さないように調節している（N=457）

【調理】野菜の下ごしらえに、電子レンジを活用している（N=464）

【調理】ジャー炊飯器は、保温はせず、プラグを抜いている（N=461）

【調理】洗い物をするときは、常温または給湯器の温度を低温に設定している（N=462）

【調理】電気ポットを長時間使用しないときはプラグを抜いている（N=467）

【入浴】入浴は、間隔をあけずに入るようにしている

（追い焚きはしないようにしている）（N=466）

【入浴】入浴用のシャワーは、流したままにせず、こまめに止めている（N=469）

【トイレ】温水洗浄便座を使わないときは、フタを閉めている（N=464）

【トイレ】温水洗浄便座の温度は低めに設定している（N=466）

【トイレ】トイレの洗浄水の温度は低めに設定している（N=463）

【洗濯】洗濯するときは、頻度を減らすよう心がけ、まとめて洗っている（N=473）

【洗濯】衣類乾燥機を使用する時はまとめて乾燥し、頻度を減らしている（N=453）

【洗濯】洗濯物は衣類乾燥機による乾燥だけでなく、自然乾燥と併用している（N=460）

【掃除】部屋を片付けてから、掃除機をかけている（N=470）

【自動車】ふんわりアクセル（ゆっくりスタート）をしている（N=458）

【自動車】加減速の少ない運転を心がけている（N=459）

【自動車】信号で止まる間際には、早めにアクセルオフしている（N=454）

【その他】長時間使用しない電化製品はプラグを抜いている（N=470）

1 ほぼ取り組んでいる 2 あまり取り組んでいないが、今後は取り組みたい

3 あまり取り組んでおらず、今後も取り組まない 4 持っていない・ほぼ使用していない
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問３ 家電製品の買い替えの予定について 

 

問４ 省エネルギー設備や再生可能エネルギー等の導入状況について 

 

問 5 住宅用太陽光発電パネルについて（問４で「既に導入している」と回答した方のみ） 
【設備容量】 【売電状況】 【導入した感想】 

   

 

  

18.8%

0.5%
3.9%

13.6%

9.9%

11.6%

5.5%

15.9%

13.2%

12.2%

3.4%

6.3%

3.4%

80.1%

11.8%

45.0%

85.2%

71.0%

58.3%

61.2%

83.4%

85.4%

81.6%

51.7%

52.9%

82.5%

1.1%

87.8%

51.1%

1.1%

19.1%

30.1%

33.3%

0.7%

1.3%

6.1%

44.9%

40.7%

14.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

エアコン（N=442）

ガスストーブ（N=433）

石油ストーブ（N=436）

テレビ（N=440）

録画装置（ブルーレイ・DVD・HDDレコーダーなど）（N=435）

パソコン（N=439）

ルーター（N=417）

電気冷蔵庫（N=446）

電子レンジ（N=446）

電気炊飯器（N=441）

IH調理器（N=439）

ガス調理器（コンロやオーブンなど）（N=442）

温水洗浄便座（N=445）

1 買い替える予定である（5年未満に、買い替えを検討したい）

2 買い替えの予定はない（5年以上は、現在の製品を使用したい）

3 所有していない

29.0%

68.0%

45.1%

2.8%

10.2%

2.9%

0.2%

2.7%
23.5%

0.9%

0.2%

2.8%

38.9%

24.6%

20.8%

31.6%

15.8%

17.8%

12.8%

23.9%

34.9%

42.6%

32.8%

30.6%

16.6%

3.5%
18.5%

42.2%

49.3%

53.3%

60.3%

46.7%

26.6%

36.7%

46.7%

40.7%

15.5%

3.9%

15.6%

23.5%

24.7%

26.0%

26.7%

26.8%

15.0%

19.8%

20.3%

25.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【省エネ】窓ガラス用断熱フィルム、複層ガラス、二重サッシ等（N=445）

【省エネ】LED照明（N=460）

【省エネ】ヒートポンプ給湯器（エコキュートなど）（N=448）

【省エネ】家庭用燃料電池（エネファームなど）（N=434）

【再エネ】住宅用太陽光発電パネル（N=450）

【再エネ】太陽熱温水器、太陽熱利用システム（N=454）

【再エネ】木質バイオマス系ストーブ（N=446）

【再エネ】蓄電システム（N=448）

【自動車】ハイブリッド自動車（HV、PHV）（N=447）

【自動車】電気自動車（EV）（N=439）

【自動車】燃料電池自動車（FCV）（N=433）

HEMS（住宅用エネルギー管理システム）（N=425）

1 既に導入している 2 導入する余地はある 3 導入したくない 4 導入できない（借家であるため等）

1～5ｋW未満

28.9%

5～10ｋW未満

34.2%

10～20ｋW未満

10.5%

20ｋW以上

15.8%

不明

10.5%

(N=38) FIT売電を

行っている

59.5%

FIT売電が

終了した

35.1%

FIT売電を

利用していない

5.4%

(N=37)

太陽光発電パネルを

導入して良かった

90.2%

太陽光発電パネルを

導入するべきでなかった

9.8%

(N=41)
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問 6 PPA モデルやリースの認知度について 問 7 太陽熱温水器、太陽熱利用システムを導

入した感想（問４で「既に導入している」

と回答した方のみ） 

  
問 8 電力の契約先について  

【電力契約先】 【その他の電力会社】 

  
問 9 環境に優しい電気に対する考えについて 

 

問 10 電気自動車への転換（EV シフト）に対する考えについて（複数回答） 

 

既に導入している

1.1%

知っており、

導入を検討している

1.4%

知っているが、

どのような手法か

わからないため、知りたい

4.1%
知らないが、

どのような

手法か

興味がある

35.1%

知らないし、

興味がない

58.4%

(N=368)

太陽熱温水器、太陽熱利用システムを

導入して良かった

90.0%

太陽熱温水器、太陽熱利用システムを

導入すべきでなかった

10.0%

(N=10)

中国電力株式会社

90.9%

その他の

電力会社

9.1%

(N=429)

au電気

35.9%

エネオス

12.8%

ソフト

バンク

12.8%

玉野電力

7.7%

ドコモ電気

7.7%

その他

20.5%

無回答

2.6%

(N=39)

既に環境に優しい電気を

購入している

3.6%
今後、環境に優しい電気を

購入する予定がある

2.2%

多少、電気料金が

上がったとしても、

環境に優しい電気を

購入したい

6.5%電気料金が同じか安くなるならば、

環境に優しい電気を購入しても良い

57.6%

契約を変更したり、

調べることが面倒であるため、

環境に優しい電気を購入しない

30.1%

(N=415)

11.5%

33.9%

32.7%

31.0%

21.2%

21.0%

21.0%

14.6%

13.7%

6.1%

31.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総合的にEVの導入に前向きである

EVの充電スポットが少ない

EVの充電1回あたりの走行距離が短い

EVの購入費と維持費が、ガソリン車等と比較して高い

EVの充電時間が長い

長期的に、EV用バッテリーの劣化が懸念される

EV車両の選択肢が少ない

EVの充電が面倒だ

住まいに、EV用充電器を取り付けることが難しい

その他

分からない・考えたことがない
N=410
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問 11 地球温暖化防止に向けて、最も重要だと考える取組について（複数回答） 

 

問 12 家庭で脱炭素を推進するための課題について 

 

問 13 地球温暖化に関する情報の入手元について（複数回答） 

 

 

  

63.9%

55.7%

30.7%

26.7%

25.5%

24.3%

18.1%

15.8%

12.1%

11.9%

10.1%

5.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

可能な限り移動距離を減らす（買い物に行く頻度を可能な限り

減らすことや、テレワークやweb会議の実施などオンラインを活用する）

省エネを心掛けるといったライフスタイルを見直す

地球温暖化防止に資する技術革新を推進する

環境啓発を充実させる（環境情報の発信や環境教育・学習を充実させる）

省エネ製品に買い替える（最新家電製品への買い替えや照明のLED化など）

地域で再生可能エネルギーをつくり、地域で活用する

工場やオフィスビルでエネルギーを効果的・効率的に利用する

交通手段を見直す（自家用車から公共交通への転換など）

ハイブリッド自動車や電気自動車、燃料電池自動車といった次世代自動車に転換する

普段の生活から出るごみの量を減らし、物を長く大切に使うようにする

各家庭や各事務所で再生可能エネルギー由来の電気を

購入したり、再生可能エネルギー設備を導入する

省エネ住宅を購入したり、既存住宅を断熱改修するなど、住宅を省エネ化する

二酸化炭素を吸収する緑を増やす N=404  

費用面

49.7%

制度面

15.5%

情報面

11.8%

意識面

22.3%

その他

0.7%

(N=431)

86.2%

61.8%

34.2%

15.1%

8.2%

6.7%

3.1%

2.0%

1.6%

0.9%

0.7%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

テレビ、ラジオ

新聞・雑誌

WEB上のニュース

学校・職場・家族・身近な人

ホームページ（国や地方公共団体、大学、環境NGO、電力会社などによるもの）

SNS（Facebook、Twitterなど）

環境白書、統計書、パンフレットなど

メール配信サービス

ホームページ（ブログを含む個人サイト）

セミナーや講演会、説明会など

その他

地球温暖化に関する情報は得ていない
N=450
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（2）事業者アンケート 

問 1 業種、従業員数、所在地、事業所形態について 
【業種】 【従業員数】 

  

【所在地】 【事業所形態】 

  
 

問 2 地球温暖化防止に取り組む主な理由（複数回答） 

 

 

  

農林漁業

2.4%
鉱業、採石業、

砂利採取業

1.1%

建設業

14.3%

製造業

14.0%

電気・ガス・熱供給・

水道業

1.9%

情報通信業

0.8%

運輸業、郵便業

5.4%

卸売業、

小売業

15.6%

金融業、保険業

1.6%

不動産業、

物品賃貸業

3.5%

学術研究、

専門・技術サービス業

2.2%

宿泊業、

飲食サービス業

3.5%

生活関連サービス業、

娯楽業

1.6%

教育、学習支援業

0.8%

医療、福祉

9.7%

複合サービス事業

1.1%

サービス業

（他に分類されないもの）

10.2%

その他

10.2%

(N=371)

5人以下

50.0%

6人以上～

20人以下

27.9%

21人以上～

50人以下

14.4%

51人以上～100人以下

3.5%

101人以上～300人以下

3.2%

301人以上

1.1%

(N=376)

田井地区

12.2%

築港・宇野

地区

28.5%

玉・奥玉

地区

8.1%
玉原地区

6.8%
和田地区

3.0%

日比・渋川地区

7.9%

荘内地区

20.6%

八浜地区

7.3%

山田地区

1.4%

東児

地区

4.3%

(N=369)

事務所・

営業所

（自社所有）

38.7%

事務所・営業所

（テナント）

19.8%

事務所・営業所

（自宅兼事務所）

10.5%

工場・作業場

11.9%

研究所

0.3%

店舗・飲食店

（自社所有）

4.7%

店舗・飲食店

（テナント）

4.4%

店舗・飲食店

（自宅を兼ねて

いる）

3.2%

その他

6.7%

(N=344)

55.3%

49.0%

31.0%

28.2%

19.5%

12.3%

5.5%

8.5%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地球温暖化問題の重要性を感じているため

企業の社会的責任（CSR）であるため

結果的にコスト削減につながるため

SDGs目標やESGへの対応を図るため

周辺住民との関係を良好にするため

事業所や商品のイメージアップのため

今後の環境ビジネスの展開を考えているため

特に理由はない

その他
N=365
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問 3 「現在あまり取り組んでおらず、今後は取り組みたい」と考える取組について（複数回答） 

 
問 4 「導入する余地はある」と考える省エネルギー設備について（複数回答） 

 

4.3%
3.0%
4.7%
4.3%

3.0%
3.0%

1.3%
4.7%

39.1%
37.3%

4.3%
8.6%

42.5%
1.3%
0.9%

5.6%
0.9%

13.3%
3.9%
3.4%
4.3%

6.9%
2.1%
2.1%

0.9%
3.4%
5.2%
5.6%

3.4%
2.6%
3.9%

45.9%
35.6%

1.7%
30.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【熱源・搬送】ボイラの燃焼空気比改善

【熱源・搬送】蒸気ボイラの運転圧力の調整

【熱源・搬送】ボイラ、空調熱源機等の不要時停止

【熱源・搬送】冷温水出口温度の調整

【熱源・搬送】冷却水設定温度の調整

【熱源・搬送】熱源台数制御装置の運転発停順位の調整

【熱源・搬送】冷温水ポンプの冷温水流量の調整

【熱源・搬送】インバータ設定値の見直し

【空調・換気】空調・換気運転時間の短縮

【空調・換気】空室・不在時の空調停止

【空調・換気】外気取り入れ量の縮小

【空調・換気】温度センサーによる換気制御システム

【空調・換気】冷暖房設定温度・湿度の緩和

【空調・換気】除湿・再熱制御システムの再加熱運転の停止

【空調・換気】ウォーミングアップ時の外気取り入れ停止

【空調・換気】外気冷房（中間期等の送風のみ運転）

【空調・換気】駐車場換気設備のスケジュール運転

【空調・換気】コイル・フィルター、熱交換器の清掃

【空調・換気】空調機のスケジュール運転・断続運転制御システムの導入

【給排水】給排水ポンプの流量・圧力調整

【給排水】給湯温度・循環水量の調整

【給排水】給湯期間の短縮（冬期以外の給湯禁止）

【燃焼設備】高効率ボイラの優先運転（運転台数の削減）

【熱利用設備】工業炉の空気比改善

【熱利用設備】空冷チラー冷却水の温度の改善

【熱利用設備】空調機温湿度制御の変更

【電力応用設備等】コンプレッサの吐出圧管理

【電力応用設備等】ポンプ・ファン・コンプレッサの空気洩れの対策

【電力応用設備等】コンプレッサ等の台数制御装置のパラメータ設定変更

【電力応用設備等】排気ファン電動機の容量削減

【その他】不要変圧器の遮断

【その他】不要照明・不用時間帯の消灯

【その他】パソコン等のOA機器の待機電力削減

【その他】閑散期のエレベーターの一部停止

【その他】エコドライブ（急発進、急加速の抑制）の徹底
N=233

4.5%
1.8%

0.9%
0.9%
1.8%

0.5%
0.5%
0.5%
1.8%
1.4%
0.9%
1.4%

27.5%
2.7%

0.5%
3.6%

1.4%
1.4%

3.6%
11.7%

6.8%
3.2%

12.2%
28.8%

69.8%
3.6%

0.5%
0.0%
0.9%

2.7%
1.8%
1.8%

0.9%
0.0%

1.8%
0.9%

3.2%
1.8%
1.4%
2.3%

0.0%
1.4%
2.3%

1.4%
2.3%

0.5%
0.9%

2.7%
1.4%
1.8%

0.0%
6.8%

41.0%
29.3%

6.8%
15.3%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【熱源・搬送】高効率ボイラの導入
【熱源・搬送】省エネ型の冷却塔への更新

【熱源・搬送】フリークーリングの導入
【熱源・搬送】蒸気配管・蒸気バルブ・フランジ等の断熱強化

【熱源・搬送】蒸気漏れ等の配管・バルブの更新
【熱源・搬送】インバータ等によるポンプの可変流量制御(VWV）の導入

【熱源・搬送】循環ポンプの更新
【熱源・搬送】循環ポンプの更新

【熱源・搬送】コージェネレーションの導入
【熱源・搬送】熱配管経路の見直し

【熱源・搬送】高効率ターボ冷凍機の導入
【熱源・搬送】高効率冷温水機・冷凍機の導入

【空調・換気】高効率空調機への更新
【空調・換気】空調機・換気ファンの省エネファンベルトの導入

【空調・換気】空調機・換気ファンのプーリーダウン
【空調・換気】全熱交換器の導入

【空調・換気】インバータ等によるファンの変風量制御（VAV）の導入
【空調・換気】空調ゾーニングの細分化

【空調・換気】CO2又はCO濃度による外気量自動制御システムの導入
【給排水】節水型シャワーヘッドの導入

【給排水】高効率ヒートポンプ給湯器への更新
【給排水】高効率ガス給湯器への更新

【照明設備】照明制御機器の導入
【照明設備】人感センサー方式の導入

【照明設備】LED照明の導入
【燃焼設備】排熱回収装置の導入等によるボイラの高効率化

【燃焼設備】中小型ボイラの省エネ燃焼システムの導入
【燃焼設備】ボイラブロー水の顕熱回収（給水予熱）装置の導入

【燃焼設備】潜熱回収小型ボイラの導入
【燃焼設備】重油焚きから天然ガス（都市ガス）焚きへの燃料転換

【燃焼設備】ボイラおよび配管の断熱化
【燃焼設備】蒸気配管の保温強化

【燃焼設備】蒸気管のスチームトラップ管理とドレン回収装置の導入
【燃焼設備】蒸気減圧ラインに蒸気タービン装置による動力回収

【熱利用設備】高断熱材を用いた工業炉の導入による、断熱、保温の強化
【熱利用設備】リジェネレイティブバーナー（蓄熱バーナ式加熱装置）の導入

【熱利用設備】外気冷房空調システムの導入
【熱利用設備】工業炉の燃料転換

【熱利用設備】工業炉の排ガス熱回収
【熱利用設備】高効率吸収式冷温水機・冷凍機の導入

【熱利用設備】高効率熱源機の導入
【熱利用設備】CO2濃度制御機器の導入による外気導入量の適正化制御

【電力応用設備等】コンプレッサ等の台数制御システムの導入
【電力応用設備等】コンプレッサ排熱の有効利用

【電力応用設備等】インバーター導入による流体機器（ファン、ポンプなど）の回転数制御
【電力応用設備等】変圧器の台数制御装置の導入

【電力応用設備等】コンデンサ設置による受電設備の力率管理
【電力応用設備等】超高効率変圧器の導入

【電力応用設備等】変圧器の統合
【電力応用設備等】高効率モータの導入

【その他】エレベーターへの回生電力回収システムの導入
【その他】省エネ型自動販売機への更新
【その他】ハイブリッド自動車（HV、PHV）

【その他】電気自動車（EV）
【その他】燃料電池自動車（FCV）

【その他】建物の外壁や屋上の断熱化（断熱材）
【その他】BEMS（ビルエネルギー管理システム）

N=222
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問 5 再生可能エネルギー設備等の導入状況について 

 

問 6 太陽光発電パネルについて（問 5 で「既に導入している」と回答した方のみ） 
【設備容量】 【売電状況】 【導入した感想】 

   

   

問 7 PPA モデルやリースの認知度について 問 9 電力の契約方法について 

  

※問 8（問 5 で太陽熱温水器、太陽熱利用システムを「既に導入している」と回答した方の感想

について）回答者なし 

 

問 10 電力の契約先について 
【電力契約先】 【その他の電力会社】 

 
 

14.4%

0.3%

0.7%

1.9%
14.6%

29.7%

23.2%

17.5%

15.3%

15.2%

22.8%

34.8%

35.4%

17.4%

29.7%

30.4%

32.9%

33.3%

28.8%

20.1%

15.2%

38.5%

46.8%

51.5%

51.8%

51.5%

48.3%

43.1%

34.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

太陽光発電パネル(N=340)

太陽熱温水器、太陽熱利用システム(N=310)

バイオマス利用(N=303)

地中熱利用(N=301)

風力発電(N=303)

燃料電池(N=302)

蓄電システム(N=313)

敷地や建物の緑化(N=316)

既に導入している 導入する余地はある

導入したくない 導入できない（テナントである等）

1～10ｋW未満

17.1%

10～50ｋW未満

48.8%

50～1,000ｋW未満

29.3%

1,000ｋW以上

4.9%

(N=41)

FIT売電を

行っている

79.1%

FIT売電が

終了した

11.6%

FIT売電を

利用して

いない

9.3%

(N=43)

太陽光発電パネルを

導入して良かった

95.0%

太陽光発電パネルを

導入するべきでなかった

5.0%

(N=40)

既に導入している

2.4%

知っており、導入を検討

している

8.5%

知っているが、

どのような手法か

わからないため、

知りたい

7.0%
知らないが、

どのような

手法か

興味がある

29.5%

知らないし、興

味がない

52.6%

(N=329)

電力自由化になったため、

契約先を選択することとした。

（入札等を含む）

19.9%

電力自由化に関係なく、

従来どおりの契約先としている。

71.6%

その他

8.4%

(N=356)

中国電力株式会社

80.9%

その他の

電力会社

19.1%

(N=351)

玉野電力

20.6%

関西電力

7.4%

(株)ハルエネ

5.9%

リコージャパン（株）

5.9%

ENEOSでんき

4.4%

伊藤忠エネクス西日本（株）

2.9%

シネナン（株）

2.9%

その他

33.8%

不明・回答無し

16.2%

(N=68)
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問 11 再生可能エネルギー由来の電気に対する考えについて 

 

問 12 電気自動車への転換（EV シフト）に対する考えについて（複数回答） 

 
問 13 脱炭素を推進する上での課題について（複数回答） 

 

  

既に再生可能エネルギー

由来の電気を購入している

0.9%

今後、再生可能エネルギー

由来の電気を購入する予定がある

2.5%

多少、電気料金が

上がったとしても、

再生可能エネルギー由来の

電気を購入したい

4.1%

電気料金が同じか

安くなるならば、

再生可能エネルギー由来の

電気を購入しても良い

44.6%

契約の変更や調べる時間が

ないため、再生可能エネルギー

由来の電気を購入しない

19.3%

電力の安定供給を

重視するため、

再生可能エネルギー

由来の電気を購入しない

28.5%

(N=316)

9.1%

31.5%

27.6%

23.9%

20.2%

17.6%

16.5%

14.2%

9.1%

7.4%

30.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総合的にEVの導入に前向きである

EVの充電スポットが少ない

EVの充電1回あたりの走行距離が短い

EVの購入費と維持費が、ガソリン車等と比較して高い

EV車両の選択肢が少ない

長期的にEV用バッテリーの劣化が懸念される

EVの充電時間が長い

事業所にEV用充電器を取り付けることが難しい

EVの充電が面倒だ

その他

分からない・検討したことがない
N=352

27.4%

26.4%

23.1%

19.8%

17.3%

11.2%

10.3%

10.0%

7.3%

5.2%

2.7%

1.2%

3.3%

26.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どう取り組めば良いのかわからないこと

経済性と環境性の両立がはかれないこと

脱炭素を推進するための資金がないこと

地球温暖化防止に繋がる行動や選択に関する情報が不足していること

取組を推進する人材が不足していること

脱炭素を推進するメリットがわからないこと

社内での議論ができていないこと

業務量の増加につながり、取り組む時間を確保できないこと

相談先がわからない

サプライチェーンを巻き込んだ取組ができていないこと

従業員の理解が進まないこと

社内の合意形成が得られないこと

その他

特に課題となっていることはない
N=329
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資料3  本計画の策定経過 

 

2022（令和４）年 

  

８月 23 日～９月 16 日 地球温暖化防止対策のためのアンケート調査 

  

2023（令和５）年 

  

８月３日 第１回玉野市地球温暖化対策協議会 

11 月８日 第２回玉野市地球温暖化対策協議会 

  

2024（令和６）年 

  

１月４日～１月 22 日 パブリックコメント 

２月 14 日 第３回玉野市地球温暖化対策協議会 

  

 

 

 

資料4  パブリックコメントの実施結果 

 

（1）周知の方法 

市ホームページ 

 

（2）実施期間 

2024（令和６）年１月４日（木） ～ １月 22 日（月） 

 

（3）閲覧場所 

市ホームページ、市役所２階情報公開室、行政情報コーナー（各市民センター、すこやかセンタ

ー、ミネルバ、図書館） 

 

（4）意見提出件数 

１人（１件） 
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資料5  地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項 

 

2022（令和４）年４月に施行された「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法

律」では、地方公共団体実行計画制度を拡充し、円滑な合意形成を図りながら、適正に環境に配慮

し、地域に貢献する再エネ事業の導入拡大を図るため、地域脱炭素化促進事業に関する制度が導入

されました。 

この制度では、国や都道府県が定める環境配慮の基準に基づき、市町村が、地域脱炭素化促進事業

の対象となる区域（以下、「促進区域」という。）や再エネ事業に求める“地域の環境の保全のための

取組”・“地域の経済及び社会の持続的発展に資する取組”を自らの地方公共団体実行計画に位置づ

け、適合する地域脱炭素化促進事業の実施に関する計画（地域脱炭素促進事業計画）を認定するこ

とができます。 

認定を受けた地域脱炭素化促進事業は、関係許可等手続のワンストップ化の特例の対象となり、

以降の当該手続きが不要となるといった特例等を受けることができます。 

現在、岡山県が促進区域の設定基準の策定を進めており、今後県内の市町村は、国や県が設定する

基準の範囲において、促進区域の設定を検討することとなります。 

 

 

【地域脱炭素化促進事業に関する制度】 

 
出典：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（地域脱炭素化促進事業編） 

（令和５年３月、環境省 大臣官房 地域政策課）  
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資料6  用語集 

 

英数字 

NDC Nationally Determined Contribution の略で、国が決定する温室効果

ガスの排出削減目標のことであり、5 年毎に国際連合へ報告・提出する

義務がある。 

PPA モデル 家庭・事業者が所有する敷地や屋根のスペースに、PPA 事業者が無償で

太陽光発電設備を設置し、メンテナンスを実施するモデルのことであ

り、そこで発電された電力のうち、家庭・事業者が消費した分だけを

PPA 事業者に電気料金として支払う。 

ZEB Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略

称で、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネ

ルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。 

ZEH Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略

称で、高断熱・高気密化、高効率設備によって使うエネルギーを減らし

ながら、太陽光発電などでエネルギーをつくり出し、年間で消費する住

宅の正味エネルギー量がおおむねゼロ以下になる住宅のこと。 

 

あ行 

営農型太陽光発電 一時転用許可を受け、農地に簡易な構造でかつ容易に撤去できる支柱を

立てて、上部空間に太陽光発電設備を設置し、営農を継続しながら発電

を行う取組のこと。作物の販売収入に加え、発電電力の自家利用等によ

る農業経営の更なる改善が期待できる。 

連携中枢都市圏 人口減少・少子高齢社会にあっても、地域を活性化し経済を持続可能な

ものとし、国民が安心して快適な暮らしを営んでいけるようにするため

に、地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣

の市町村と連携し、コンパクト化とネットワーク化による「経済成長の

けん引」、「高次都市機能の集積・強化」及び「生活関連機能サービスの

向上」を目指すことによって、一定の圏域人口を有し活力ある社会経済

を維持するための拠点を形成すること。 

 

か行 

気候変動に関する政府間パネル

（IPCC） 

人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技

術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的として、

世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）によって 1988 年

に設立された政府間組織のこと。 
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コンパクトシティ 市街地が集約され、住まい・交通・公共サービス・商業施設などの生活

機能が比較的小さなエリアに集約されている都市のこと。 

コンパクト・プラス・ネットワー

ク 

コンパクトシティ化により、居住を公共交通沿線や日常生活の拠点に緩

やかに誘導し、居住と生活サービス施設との距離を短縮することによ

り、市民の生活利便性を向上させる取組のこと。 

 

さ行 

ゼロカーボン・ドライブ 太陽光や風力などの再生可能エネルギーを使って発電した電力（再エネ

電力）と電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）、燃料

電池自動車（FCV）を活用した、走行時の CO2排出量がゼロのドライ

ブのこと 

 

た行 

地域共生・地域裨益型再エネの立

地 

裨益（ひえき）とは「助けになる、役立つ」という意味で、地域と共生

し、地域の助けとなり、役立つ再生可能エネルギー設備の立地のこと。 

地域レジリエンス 地域がリスクを予見し、危機的状況を乗り越える能力のこと。 

電気自動車（EV) バッテリー（蓄電池）に蓄えた電気でモーターを回転させて走る自動車

のこと。 

 

な行 

燃料電池自動車（FCV) 充填した水素と空気中の酸素を反応させて、燃料電池で発電し、その電

気でモーターを回転させて走る自動車のこと。 

 

は行 

バイナリー発電 一般的に 80～150℃の中高温熱水や蒸気を熱源として低沸点の媒体

（ペンタンやアンモニア）を加熱し、蒸発させてタービンを回して発電

する方式のこと。 

ヒートアイランド現象 都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象。ヒートアイラ

ンド現象は年間を通じて生じているが、特に夏季の気温上昇が都市生活

の快適性を低下させるとして問題となっている。 

プラグインハイブリッド自動車

（PHEV) 

搭載したバッテリー（蓄電池）に外部から給電でき、バッテリー（蓄電

池）に蓄えた電気でモーターを回転させるか、ガソリンでエンジンを動

かして走る自動車のこと。 

フラッシュ発電 地熱貯留層（地下水が熱水や蒸気となって溜まっている層）から約 200

～350℃の蒸気と熱水を取り出し、気水分離器で蒸気と熱水に分離した

後、その蒸気でタービンを回して発電する方式のこと。 
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り行 

リース 家庭・事業者が所有する敷地や屋根のスペースに、リース事業者が無償

で太陽光発電設備を設置し、メンテナンスを実施するモデルのことであ

り、設置した家庭・事業者は、月々のリース料金を支払い、太陽光発電

で発電した電力を好きに使う（余った電気を売電することも可能）こと

ができる。 

流域治水 気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の整

備、ダムの建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域

（雨水が河川に流入する地域）から氾濫域（河川等の氾濫により浸水が

想定される地域）にわたる流域に関わるあらゆる関係者が協働して水災

害対策を行う考え方のこと。 
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